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肝炎総合対策について
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健康局 がん・疾病対策課

肝炎対策推進室

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
肝炎対策推進室の○○です。資料が大部になっておりますが、時間の許す範囲でご説明させて頂きます。
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無症候 慢性肝炎 肝硬変 肝がん

肝炎の進行と対策のイメージ
10～40年感染

障害認定(肝硬変)／自立支援医療(移植のみ)
障害年金（肝硬変）

障害年金（肝硬変）

肝
炎
医
療
費
助
成

核酸アナログ製剤治療 （肝がんについては、慢性肝炎、肝硬変の段階から助成を受けている者）

インターフェロン治療

インターフェロンフリー治療 （非代償性肝硬変も含む）

重
症
化
予
防
対
策 定期検査（年2回、所得等に応じ、無料、2000円/回又は3000円/回）

Ｂ型 Ｃ型

Ｂ型

Ｃ型

所得に応じ、自己負担
１万円/月又は２万円/月

経過観察を要する場合

初回精密検査(無料。職域、妊婦健診、手術前の肝炎ウイルス検査で陽性の場合も含む)

検査結果が陽性の場合

肝炎ウイルス検査（保健所や委託医療機関で実施。原則無料）

入院治療

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

（年収約370万円以下、高額療養費4ヶ月目以降、
自己負担1万円）

一
般
施
策

無症候性キャリア
600万円（50万円）

慢性肝炎
1,250万円

（300万円/150万円）

肝硬変（軽症）
2,500万円

（600万円/300万円）

肝硬変（重度）・肝がん
3,600万円（900万円）

無症候性キャリア
1200万円

慢性肝炎
2,000万円

肝硬変・肝がん
4,000万円

B型肝炎
特措法

C型肝炎
特措法

特
措
法
対
象
者 ※上記の括弧内の金額は、除斥期間を経過した者の場合 2

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
２ページをご覧下さい。
肝炎対策は、肝炎対策基本指針に基づき、肝硬変・肝がんへの移行者を減らすことを目標としております。
肝炎の進行と対策のイメージについてですが、肝炎ウイルス検査、重症化予防対策をはじめ肝炎医療費助成、肝がん重度肝硬変治療研究促進事業がございます。
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１. 肝炎対策予算

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
令和３年度の肝炎対策予算案の概要をお示します。



1,173億円（ 1,187億円）（参考）Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給

｢肝炎対策基本指針｣に基づき、肝硬変・肝がんへの移行者を減らすことを目標として、肝炎医療、肝炎ウイルス検査、普及啓発、研究などの「肝炎総合対策」を推進する。

基本的な考え方

○ウイルス性肝炎に係る医療の推進
・ Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎のインターフェロン治療、インターフェロンフリー治療及び核酸アナログ製剤治療に係る患者の自己負担を軽減し、適切な医療の確保と受療の促進を図る。
○肝がん・重度肝硬変に係る治療研究の促進及び患者への支援
・ 肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変の特徴を踏まえ、患者の医療費の負担軽減を図りつつ、治療研究を促進するための支援につき、助成対象の拡大を図る。

１． 肝疾患治療の促進 89億円（89億円）

令和３年度予算案 173億円 （令和２年度予算額 173億円）

○肝炎総合対策推進国民運動（知って、肝炎プロジェクト）による普及啓発の推進
・ 都道府県等や民間企業と連携した多種多様な媒体を活用した効果的な情報発信を通じ、肝炎に関する知識や肝炎ウイルス検査の必要性などをわかりやすく伝える啓発事
業を展開する。

４． 国民に対する正しい知識の普及 ２億円（２億円）

・ 「肝炎研究10カ年戦略」を踏まえ、Ｂ型肝炎の画期的な新規治療薬の開発や肝硬変の病態解明と新規治療法の開発等を目指した実用化研究と、肝炎対策を総合的に
推進するための基盤となる行政的な課題を解決するための政策研究を推進する。特にＢ型肝炎治療薬の創薬に関する研究などが進展し、新たな段階に進むことに伴う研究費
の増加に対する措置を行う。

５． 研究の推進 37億円（36億円）

令和３年度 肝炎対策予算案の概要

○地域における肝疾患診療連携体制の強化
・ 都道府県等への助成により、都道府県と肝疾患診療連携拠点病院を中心とした関係機関の連携を強化するとともに、医療従事者や肝炎医療コーディネーター等の人材育成、
肝炎患者等への治療や生活の相談支援等を行い、肝疾患診療連携体制の強化を図る。

○肝炎情報センターによる支援機能の戦略的強化
・ 国立国際医療センター肝炎情報センターによる肝疾患診療連携拠点病院への支援機能を強化して、地域の肝疾患医療や患者等の支援の向上を図る。
・ 肝疾患診療連携拠点病院の相談員等が、肝炎患者からの相談に対する補助ツールとして活用することができる相談支援システムの運用等を行う。

３． 地域における肝疾患診療連携体制の強化 ６億円（６億円）

・ 利便性に配慮した肝炎ウイルス検査体制を確保し、相談や職域の健康診断における啓発の実施などにより、肝炎ウイルス検査の受検を促進する。また、市町村での健康増進
事業において、肝炎ウイルス検査の個別勧奨を実施する。
・ 肝炎ウイルス検査陽性者への受診勧奨を行うとともに、初回精密検査や定期検査費用に対する助成を行うことにより、肝炎患者の早期治療を促進し、重症化の予防を図る。

２． 肝炎ウイルス検査と重症化予防の推進 40億円（40億円）

改
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（数字確認済201214）
令和３年度の肝炎対策予算案の概要をお示します。
項番５の研究の推進において昨年度より増額となりましたが、その他の項目において前年度と変化はございません。




２. 肝がん・重度肝硬変
治療研究促進事業
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・所得制限あり（年収約370万円以下が対象）
・肝がん・重度肝硬変の入院医療のみが対象（通院は対象外）
・公費による助成の対象となるのは、入院４月目以降であって高額療養費制度を適用した後の自己負担額(※1)
・患者の自己負担が月額１万円となるよう高額療養費の限度額と１万円との差額を公費で助成。

※１：入院で過去１年間で高額療養費の限度額を超えた月が既に３月以上ある場合に、入院４月目以降に高額療養費の限度額を超えた月に係る医療費に対し、
公費負担を行う。

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の見直し（案）の概要
現行制度の要件

○１か月間の肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の対象となる医療費が高額療養費の限度額を超えた対象月数が助成月を含み
過去１２か月以内に３回以上（※４）ある場合に助成します。

※４：要件変更前は４回以上。
○３回以上をカウントする際の入院と通院の組み合わせは問いません。

①入院、②入院、③入院 ・ ①入院、②入院、③通院 ・ ①入院、②通院、③入院
①通院、②通院、③通院 ・ ①通院、②通院、③入院 ・ ①通院、②入院、③通院 など

○「分子標的薬を用いた化学療法」又は「肝動注化学療法」による通院治療（※２）を本事業の対象に追加します。(※3)
※２：「肝動注化学療法」を通院治療で行うケースは少ないことから簡略化のため、この説明資料では以下「分子標的薬を用いた化学療法」とのみ記載し

ますが、「肝動注化学療法」も同様の扱いですので、御留意下さい。

※３：通院により「分子標的薬を用いた化学療法」を導入するに当たり、通常、まず入院によりこの療法を行い、副作用の有無の確認等がなされた後、通
院による治療が開始されますが、この導入の際の入院治療は、その後の通院治療に必要なものですので、本事業においては、通院治療と一体のもの
として取扱います。

○助成や月数要件のカウントの際に対象となる通院治療の医療費は「外来診療に係る費用」と「薬剤に係る費用」です。

２．対象月数の短縮について（要件変更）

１．通院治療の対象化について（新規）
見直し（案）

⇒上記の見直しを行った上で、本事業の対象医療について、高額療養費の限度額を超えた入院又は通院に係る３月
目以降の患者の自己負担額が１万円となるよう、公費助成します。

※現時点での案です。

医療機関向け
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事業の見直しに伴う変更点

○基本的な考え方
１か月間の肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の対象となる医療費が高額療養費の限度額（高療）を超えた場合、

要件を満たした月数としてカウントします。
○具体的なカウント方法

①１か月間に患者が受けた治療が入院のみの場合
入院医療に係る費用が高療を超えた場合カウントします。

②１か月間に患者が受けた治療が「分子標的薬を用いた化学療法」による通院のみの場合
保険医療機関の外来診療に係る費用と保険薬局の調剤に係る費用の合計額が高療を超えた場合カウントします。

③１か月間に患者が受けた治療が「分子標的薬を用いた化学療法」の導入のための入院と「分子標的薬を用いた化学
療法」による通院の場合
当該入院と通院に係る費用の合計額が高療を超えた場合カウントします。

要件を満たす対象月数のカウント方法について

○入院医療に係るもの
これまでどおり、原則、窓口での現物給付です。

○通院医療に係るもの
後日、患者が都道府県に対し償還払いの請求を行いますので、これまでどおり、窓口では一部負担金（３割等の金額）を徴収してくださ

い。

助成の方法について

○助成の可否は、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業に係る１か月間の全ての医療機関等の医療費の合計額が高額療
養費の限度額を超えるかどうかで判断しますので、対象となる医療費については、患者負担が21,000円未満※で
あっても全て記載してください。

医療記録票について

〔参考〕同じ月に入院（「分子標的薬を用いた化学療法」の導入のための入院）と通院が生じた場合で当該一部負担金の合計額が高額療養費の限度額を超えている
場合の患者への助成額（償還額）の計算方法

①入院が高額療養費の限度額を超えている場合⇒入院に係る現物給付の窓口処理後の自己負担額１万円と通院に係る一部負担金の額を用いて計算します。
②入院が高額療養費の限度額を超えていない場合⇒入院に係る一部負担金の額と通院に係る一部負担金の額を用いて計算します。

※７０歳未満の場合、保険法令上、自己負担額が高額療養費の限度額を超えるかどうかを判断する際の金額には、１つの医療機関に係る１か月の自己負担額の合計
額が21,000円以上でないと他の医療機関の自己負担額と合算することが出来ません。例えば、通院について、受診に係る自己負担額が１回目15,000円、２回目
10,000円のとき、２回分の合計額が25,000円となるため他の医療機関の自己負担額と合算可能となりますが、２回分の自己負担額の記載が無いと合計額が
25,000円であることが判断できなくなるため、対象となる医療費は全て記載してください。

医療機関向け
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＜医療機関において行われること＞
１２か月以内

＜医療機関において行われること＞

１２か月以内

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の見直しに伴う変更点

見直し後

１回目のｶｳﾝﾄ※

この間に、患者が都道府県
に参加者証を申請し、交付
を受ける

現行

入院医療費の
助成が可能！

①都道府県が作成したリーフレットを
患者に配布し、事業を紹介

③入院記録票に、カウントされた月・助成対象の月の入院医療費等について記載（退院時又は月末）

④臨床調査個人票を記載して患者に交付
（退院時又は月末）

・参加者証の確認
・患者は窓口で１万円を支払う

②入院記録票を患者に交付

１回目のｶｳﾝﾄ

２回目のｶｳﾝﾄ

３回目のｶｳﾝﾄ

４回目のｶｳﾝﾄ

１回目のｶｳﾝﾄ

２回目のｶｳﾝﾄ

３回目のｶｳﾝﾄ

１回目のｶｳﾝﾄ

２回目のｶｳﾝﾄ

１回目のｶｳﾝﾄ※

この間に、患者が都道
府県に参加者証を申請、

交付を受ける

１回目のｶｳﾝﾄ

２回目のｶｳﾝﾄ

３回目のｶｳﾝﾄ

１回目のｶｳﾝﾄ

２回目のｶｳﾝﾄ

医療費の助成が可能！

①同上
②医療記録票を患者に交付

④臨床調査個人票を
記載して患者に交付

③医療記録票に、カウントされた月・助成対象の月の医療費等について記載（退院時、通院時又は月末）

・参加者証の確認（入院及び通院時）
・入院の場合、患者は窓口で１万円を支払う。※１
・通院の場合、患者は窓口で一部負担金（３割等の金額）を支払う。※２

※１：入院の場合で参加者証の提示がないときは、
患者は窓口で一部負担金（３割等の金額）を
支払い、後日、都道府県に償還払いの請求を
行う。

※ 月数のカウント方法
肝がんや重度肝硬変の医療費の自己負担額（１割～３割）が高額療養費算定基準額を超えた月数。
👉👉 カウントできる期間は、その月を含む過去12月以内。その月を含む過去12月以内であれば、

連続していなくても可。

カウント
医
療
費

非カウント 高額療養費
算定基準額

※２：通院の場合は、患者は窓口で一部負担金
（３割等の金額）を支払い、後日、都道府県
に償還払いの請求を行う。

医療機関向け

8



肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の見直しに伴う変更点

【患者への周知】
○都道府県が作成したリーフレットを患者に配布し事業を紹介。

【医療費等の記録】
○入院記録票を患者に交付。
○入院記録票に、カウントされた月、入院医療費等について記載（退院

時又は月末）

【その他】
○カウント３回目に臨床調査個人票を記載して患者に交付（退院時又は

月末）
○カウント４回目以降、参加者証の確認（入院時）
○月末又は退院時に助成要件を満たしている場合は、患者の自己負担額

が１万円となるよう現物給付の処理を行う（患者は窓口で１万円を
支払う）

医療機関に対応いただくこと

医療機関向け

現行
【患者への周知】
○都道府県が作成したリーフレットを患者に配布し事業を紹介。
○通院の場合、月の累計額が基準額を超えた回数が３回目以降のときは、

患者に都道府県へ償還請求すれば、助成が受けられる旨を案内。

【医療費等の記録】
○医療記録票を患者に交付。
○医療記録票に、カウントされた月、医療費等について記載（退院時、

通院時又は月末）
※１か月間の肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業に係る医療費の合計額で

助成の可否を判断しますので、対象となる医療費については、21,000円
未満であっても全て記載してください。

※「分子標的薬を用いた化学療法」による治療の場合、所定欄に○印を記載。

【通院時に交付する処方箋の扱い】
○肝がんの治療を行う上で無関係と医師が判断する医薬品を１枚の処方

箋で同時に処方するような場合には、処方箋に記載されている本事
業の対象外の医薬品にマーカーを付ける等により対象外の医薬品が
分かるようした上で「マーカー部分が対象外」と記載する等、どの
ように区分したかが分かるようなコメントを処方箋の裏面等に記載。

【その他】
○カウント２回目に臨床調査個人票を記載して患者に交付（退院時、通

院時又は月末）
○カウント３回目以降、参加者証の確認（入院時、通院時）
○入院の場合、月末又は退院時に助成要件を満たしているときは、患者

の自己負担額が１万円となるよう現物給付の処理を行う（患者は窓
口で１万円を支払う）

○通院の場合、助成要件を満たしているときも、窓口で一部負担金（３
割等の金額）を徴収し、患者に都道府県への償還請求すれば、助成
が受けられる旨を案内。

見直し後

9



入院医療記録票の改正

別紙様式例６－１

生年月日

性別

入院関係医療の自己負担額
(注１)

窓口支払額

入院関係医療の高額療養費
算定基準額（注２）

保険診療の
高額療養費算定基準額

△△円 ▽▽円

○○円 ●●円

△△円 ▽▽円

○○円 ●●円

①

　／12

②

（医療機関名）

　／12
（医療機関名）

　／12

入院関係医療の自己負担額
(注１)

窓口支払額

入院関係医療の高額療養費
算定基準額（注２）

保険診療の
高額療養費算定基準額

△△円 ▽▽円

○○円 ●●円

△△円 ▽▽円

○○円 ●●円

①

　／12

②

（医療機関名）

　／12
（医療機関名）

　／12

入院関係医療の自己負担額
(注１)

窓口支払額

入院関係医療の高額療養費
算定基準額（注２）

保険診療の
高額療養費算定基準額

△△円 ▽▽円

○○円 ●●円

△△円 ▽▽円

○○円 ●●円

①

　／12

②

（医療機関名）

　／12
（医療機関名）

　／12

(注１) 上記②に該当する場合は「10,000円」と記入してください。それ以外の場合は、入院関係医療の自己負担額（１割～３割。ただし、この記入欄においては、１割～３割が入院関
係医療の高額療養費算定基準額を超えた場合は、その入院関係医療の高額療養費算定基準額とします。）を記入してください。

(注２) 上記②に該当する場合は、特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を記入してください。上記②の数値が「４／１２」以上である場合は、特定疾病給付対象療養として
の多数回該当の基準額があるときは、その額となります。

当該月の入院関係医療の自己負担額(1割～3割)が入院関係医療の高額療養費算定基準額を超えたときの保険医療機関は、次の項目（数値）の入力を行ってくださ
い。

当該月以前の１２月において、入院関係医療の自己負担額（１割～３割）が入院関係医療の高額療養費算定基
準額を超えた月数のカウント

当該月をカウントした
場合は、右欄に○を入
れてください

①の数値が「４／１２」以上である場合で、当該月の入院関係医療を特定疾病給付対象療養としてその自己負担額を１万円としたときの指定医療機関は、指定医療
機関ごとに、次の項目（数値）の入力を行ってください。

当該月以前の１２月において、指定医療機関ごとに、入院関係医療を特定疾病給付対
象療養として、その自己負担額を１万円とした月数のカウント

当該月をカウントした
場合は、右欄に○を入
れてください

（入院日）

□ 実施要綱３（２）に
　 定める肝がん・重度
   肝硬変入院関係医療

◇◇円

（退院日）

保険種別 被保険者証の記号・番号

（入院日）

□ 実施要綱３（２）に
　 定める肝がん・重度
   肝硬変入院関係医療

◇◇円

（退院日）

(注１) 上記②に該当する場合は「10,000円」と記入してください。それ以外の場合は、入院関係医療の自己負担額（１割～３割。ただし、この記入欄においては、１割～３割が入院関
係医療の高額療養費算定基準額を超えた場合は、その入院関係医療の高額療養費算定基準額とします。）を記入してください。

(注２) 上記②に該当する場合は、特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を記入してください。上記②の数値が「４／１２」以上である場合は、特定疾病給付対象療養として
の多数回該当の基準額があるときは、その額となります。

△年○月

日付 医療機関名（印） 医療内容
他公費負担医療の支払額 保険者番号

当該月以前の１２月において、入院関係医療の自己負担額（１割～３割）が入院関係医療の高額療養費算定基
準額を超えた月数のカウント

当該月をカウントした
場合は、右欄に○を入
れてください

①の数値が「４／１２」以上である場合で、当該月の入院関係医療を特定疾病給付対象療養としてその自己負担額を１万円としたときの指定医療機関は、指定医療
機関ごとに、次の項目（数値）の入力を行ってください。

当該月以前の１２月において、指定医療機関ごとに、入院関係医療を特定疾病給付対
象療養として、その自己負担額を１万円とした月数のカウント

当該月をカウントした
場合は、右欄に○を入
れてください

（入院日）

□ 実施要綱３（２）に
　 定める肝がん・重度
   肝硬変入院関係医療

◇◇円

（退院日）

（入院日）

□ 実施要綱３（２）に
　 定める肝がん・重度
   肝硬変入院関係医療

◇◇円

（退院日）

当該月の入院関係医療の自己負担額(1割～3割)が入院関係医療の高額療養費算定基準額を超えたときの保険医療機関は、次の項目（数値）の入力を行ってくださ
い。

(注１) 上記②に該当する場合は、「10,000円」と記入してください。それ以外の場合は、入院関係医療の自己負担額（１割～３割。ただし、この記入欄においては、１割～３割が入院
関係医療の高額療養費算定基準額を超えた場合は、その入院関係医療の高額療養費算定基準額とします。）を記入してください。

(注２) 上記②に該当する場合は、特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を記入してください。上記②の数値が「４／１２」以上である場合は、特定疾病給付対象療養として
の多数回該当の基準額があるときは、その額となります。

△年○月

日付 医療機関名（印） 医療内容
他公費負担医療の支払額 保険者番号

保険種別 被保険者証の記号・番号

当該月の入院関係医療の自己負担額(1割～3割)が入院関係医療の高額療養費算定基準額を超えたときの保険医療機関は、次の項目（数値）の入力を行ってくださ
い。

当該月以前の１２月において、入院関係医療の自己負担額（１割～３割）が入院関係医療の高額療養費算定基
準額を超えた月数のカウント

当該月をカウントした
場合は、右欄に○を入
れてください

①の数値が「４／１２」以上である場合で、当該月の入院関係医療を特定疾病給付対象療養としてその自己負担額を１万円としたときの指定医療機関は、指定医療
機関ごとに、次の項目（数値）の入力を行ってください。

当該月以前の１２月において、指定医療機関ごとに、入院関係医療を特定疾病給付対
象療養として、その自己負担額を１万円とした月数のカウント

当該月をカウントした
場合は、右欄に○を入
れてください

（入院日）

□ 実施要綱３（２）に
　 定める肝がん・重度
   肝硬変入院関係医療

◇◇円

（退院日）

△年○月

日付 医療機関名（印） 医療内容
他公費負担医療の支払額 保険者番号

保険種別 被保険者証の記号・番号

（入院日）

□ 実施要綱３（２）に
　 定める肝がん・重度
   肝硬変入院関係医療

◇◇円

（退院日）

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票

　○患者の方へのお願い
　　　肝がん又は重度肝硬変により入院した場合には、この記録票を、保険医療機関の窓口に忘れずに提示してください。
　　　また、都道府県に償還払いを請求する場合は、この記録票の写しを請求書に添付してください。

　○保険医療機関の方へのお願い
　　　この入院医療記録票が提示されましたら、肝がん・重度肝硬変入院関係医療にかかる記録の記載をお願い致します。
      また、指定医療機関以外の保険医療機関は、この入院医療記録表が提示されましたら、指定医療機関の指定を受けるよう努めてください。

　○都道府県の方へのお願い
　　　この入院医療記録に記載を行った医療機関が指定医療機関でない場合は、指定医療機関となるよう働きかけを行ってください。

氏名 　年　　　　月　　　　日

住所

改正後

現行

医療機関向け

様式名変更

「入院医療記録票」⇒「医療記録票」

性別

Ａ欄

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

※１：❸の１月間の累計額がＡ欄①又は②の基準額を超えた場合○印（Ｂ欄にも「○入」と記載）

※２：❸の１月間の累計額がＡ欄③の基準額を超えた場合○印（Ｂ欄にも「○外」と記載）

※３：❺の１月間の合計額がＡ欄①又は②の基準額を超えた場合Ｂ欄に「○入＋外」と記載

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

Ｂ欄

年 年 年

高額療養費
算定基準額

①入院 ②多数回該当の場合 ③外来

（変更時） （変更時） （変更時）

住所

保険種別 保険者番号
被保険者証の記号・

番号

別紙様式例６－１（改：案）表面

医療記録票（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業）

患者の方へのお願い
肝がん又は重度肝硬変に係る治療を受けた場合には、この医療記録票を保険医療機関又は保険薬局の窓口に忘れずに提示してください。
また、都道府県に償還払いの請求を行う場合は、この医療記録票の写しを請求書に添付してください。

氏名 生年月日 　年　　　　月　　　　日

【 枚目】案（検討中）
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医療記録票（様式例） 医療機関向け

性別

Ａ欄

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

※１：❸の１月間の累計額がＡ欄①又は②の基準額を超えた場合○印（Ｂ欄にも「○入」と記載）

※２：❸の１月間の累計額がＡ欄③の基準額を超えた場合○印（Ｂ欄にも「○外」と記載）

※３：❺の１月間の合計額がＡ欄①又は②の基準額を超えた場合Ｂ欄に「○入＋外」と記載

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

Ｂ欄

年 年 年

高額療養費
算定基準額

①入院 ②多数回該当の場合 ③外来

（変更時） （変更時） （変更時）

住所

保険種別 保険者番号
被保険者証の記号・

番号

別紙様式例６－１（改：案）表面

医療記録票（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業）

患者の方へのお願い
肝がん又は重度肝硬変に係る治療を受けた場合には、この医療記録票を保険医療機関又は保険薬局の窓口に忘れずに提示してください。
また、都道府県に償還払いの請求を行う場合は、この医療記録票の写しを請求書に添付してください。

氏名 生年月日 　年　　　　月　　　　日

【 枚目】案（検討中）
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医療記録票の記載例①（基礎情報の記載例） 医療機関向け

○基礎情報の記載例

12



性別

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

（変更時） （変更時） （変更時）

住所 東京都千代田区○○－○○－○

保険種別 Ｂ健康保険組合 保険者番号 ＩＪＫＬ－ＭＮＯＰ
被保険者証の記号・

番号
765ー43210

別紙様式例６－１（改：案）表面

医療記録票（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業）

患者の方へのお願い
肝がん又は重度肝硬変に係る治療を受けた場合には、この医療記録票を保険医療機関又は保険薬局の窓口に忘れずに提示してください。
また、都道府県に償還払いの請求を行う場合は、この医療記録票の写しを請求書に添付してください。

氏名 ○○　○○ ○ 生年月日 Ｓ　　○　年　　○　　月　　○　　日

【 枚目】案（検討中）

医療記録票の記載例①（基礎情報の記載例） 医療機関向け

健康保険証等に記載されている患者の情
報を記載。

患者の適用区分に応じた上限額（高額療養費算定基準額）を記載。

外来（個人ごと）

エ
～年収約370万円
健保：標報26万円以下
国保：旧ただし書き所得210万円以下

30% ｰ
５７，６００円

【多４４，４００円】

オ 住民税非課税者 30% ｰ
３５，４００円

【多２４，６００円】

Ⅲ（一般
所得）

年収約156万～約370万円
標報26万円以下
課税所得145万円未満等

20%
１８，０００円

（年１４万４千円）
５７，６００円

【多４４，４００円】

Ⅱ（低所
得Ⅱ）

住民税非課税世帯 20% ８，０００円 ２４，６００円

Ⅰ（低所
得Ⅰ）

住民税非課税世帯
(年金収入80万円以下など)

20% ８，０００円 １５，０００円

Ⅲ（一般
所得）

年収約156万～約370万円
標報26万円以下
課税所得145万円未満等

10%
１８，０００円

（年１４万４千円）
５７，６００円

【多４４，４００円】

Ⅱ（低所
得Ⅱ）

住民税非課税世帯 10% ８，０００円 ２４，６００円

Ⅰ（低所
得Ⅰ）

住民税非課税世帯
(年金収入80万円以下など)

10% ８，０００円 １５，０００円

75歳以上

年齢区分 所得区分（限度額適用認定証等における適用区分） 自己負担割合

ひと月の上限額（世帯ごと）
【多数回該当】

70歳未満

70歳以上
75歳未満
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医療記録票の記載例②（月数カウント欄の記載例） 医療機関向け

○月数カウント欄の記載例

14



Ａ欄

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外 ○入

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

57,600

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

0

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600

医療記録票の記載例②（月数カウント欄の記載例） 医療機関向け

○Ｂ欄に診療月を含む過去１２か月以内に〇印が３個以上ある場合、本事業の助成対象となります。
・以下の例では、Ｒ４年４月に係る助成の可否を判断する場合、４月の○印と４月を含めて遡った１２か月以内にＲ３年１０月及び
１２月の○印で３個に達するため助成対象となります。

⑴入院単独で基準額を超えた場合の例（⑶の場合を除く）
❸欄の１月間の累計額がＡ欄の基準額を超えた場合❹欄に○印を記載し、Ｂ欄に「○入」と記載してください。

⑵通院単独で基準額を超えた場合の例（⑶の場合を除く）
❸欄の１月間の累計額がＡ欄の基準額を超えた場合❹欄に○印を記載し、Ｂ欄に「○外」と記載してください。

⑶同じ月の分子標的薬に係る入院と通院の合計が基準額を超える場合の例
入院と通院それぞれの❸欄の１月間の累計額の合計額（❺欄）がＡ欄の基準額を超える場合、Ｂ欄に「○入＋外」と記載して

ください。
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医療記録票の記載例③（入院の記載例） 医療機関向け

○入院の記載例
月数要件のカウントのみ（１回目又は２回目）の時

〔助成が無い時〕の記載例
（次ページはカウント１回目の記載例）
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医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例③（入院の記載例） 医療機関向け

カウント１回目

上記の例の場合、１０月分の入院医療費63,000円がＡ欄①入院の基準額57,600円以上でありカウン
トの対象となります。

カウントの対象となった場合、医療機関において2か所に○印を記載してください。
・Ｂ欄については、入院であることが分かるように「○入」と記載してください。

入院医療の場合、緑色部分が記載の対象欄となります。

患者が保険者から限度額適用認定証の交付を受けている場合、患者が支払う額は当該限度額となります。

患者が窓口で支払った額を
記載します。
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8 85,200 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 55,200

○○病院 72,000 21,600 21,600 51,600 21,600 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

医療記録票の記載例④-１（入院＋通院の記載例〔１〕） 医療機関向け

○入院＋通院の記載例〔１〕
Ｒ４年４月に入院１回と通院１回〔外来診療費と
薬剤費〕の合計額が高額療養費算定基準額を超えて、
助成対象となる場合の記載例

Ｐ． 19に詳述

Ｐ． 20に詳述 Ｐ． ２１に詳述

Ｐ．２１に詳述

（記載例は本紙を除き４枚に分かれています。）
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医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-１（入院＋通院の記載例〔１〕） 医療機関向け

上記の例の場合、4月分の入院医療費30,000円がＡ欄①入院の基準額57,600円未満であり、この時
点では、カウントの対象となりません。

入院医療の場合、緑色部分が記載の対象欄となります。

分子標的薬の導入に係る入院の場合、医療機関において○印を記載してください。
・会計担当者が記載する場合は、医師に確認する等により対応してください。

患者が窓口で支払った額を
記載します。

入院１回目
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医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○○○病院 72,000 21,600 21,600 51,600 21,600 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

また、同じ４月に「分子標的薬に係る治療の場合○印」欄に○印がある入院医療費の記載がありますので、❺欄に当該
医療費30,000円と通院医療費21,600円の合計額51,600円を記載してください。
４月分の分子標的薬に係る入院と通院の合計額が51,600円であり、Ａ欄①入院の基準額57,600円未満であり、この
時点では、カウントの対象となりません。

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-１（入院＋通院の記載例〔１〕） 医療機関向け

上記の例の場合、 4月分の通院医療費21,600円がＡ欄②外来の基準額57,600円未満であり、この時点では、カウン
トの対象となりません。

通院医療の場合、黄色部分が記載の対象欄となります。

分子標的薬に係る通院の場合、医療機関において○印を記載してください。
・会計担当者が記載する場合は、医師に確認する、処方箋に記載されている分子標的薬の処方の有無により確認する等
により対応してください。

患者が窓口で支払った額を
記載します。

通院１回目〔外来診療〕
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医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8 85,200 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 55,200

○○病院 72,000 21,600 21,600 51,600 21,600 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

４月分がカウントの対象となり、Ｂ欄に４月分を含む過去１２か月以内に○印が３個以上あるため、助成の対象とな
り、都道府県に償還払いの請求をすれば助成が受けられるので、患者へ案内してください。

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-１（入院＋通院の記載例〔１〕） 医療機関向け

保険薬局では◆の部分、この図ではオレンジ色部分が記載の対象欄となります。

保険薬局で記載

患者が窓口で支払った額を
記載します。

通院１回目〔保険薬局〕

同じ４月に「分子標的薬に係る治療の場合○印」欄に○印がある医療費の記載がありますので、❺欄に入院医療費
30,000円、通院医療費21,600円、調剤関係費用33,600円の合計額85,200円を記載してください。

上記の例の場合、４月分の分子標的薬に係る入院と通院の合計額85,200円がＡ欄①入院の基準額57,600円以上であ
りカウントの対象となりますので、Ｂ欄に「○入＋外」と記載してください。

カウント３回目 （参考）
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8 85,200 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 55,200

○○病院 72,000 21,600 21,600 51,600 21,600 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-１（入院＋通院の記載例〔１〕） 医療機関向け

Ｂ欄に診療月を含む過去１２か月以内に〇印が３個以上ある場合、本事業の助成対象となります。

直近の記載内容が、分子標的薬に係る治療の場合、確認①から確認③の要素を確認し、全て満たす場合は、都道府県に
償還請求をすれば、助成が受けられる旨を患者へ案内してください。

確認①
分子標的薬に係る治療か

確認③
Ｒ４年４月分を含め、過去１２か月以内
に○印が３個以上あるか

カウント３回目

助成対象となった月以降に患者が来院した場合には、医療機関においても、下記について御確認いただ
き、Ｂ欄の に記載が無い場合など、必要に応じて患者へ償還請求手続の案内をしてください。

【記載例の場合、４月の分子標的薬に係る医療費（薬局含む）の合計（30,000+21,600+33,600＝85,200）がＡ欄①入院の基準額57,600円
以上であり、３つの要素を満たすため、患者へ案内。】

（補足）

確認②
同じ４月分の関係医療の自己負担額の合計がＡ欄の基準額を超え
るかどうか

確認②
同じＲ４年４月分の関係医療の自己負担額の合計がＡ欄の基準額
を超えるか（超える場合、Ｂ欄に○印を記載。）
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外 ○入 ○入＋外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

R4/7/5 R4/7/29 ○

R4/8/7 R4/8/20 ○ ○

R4/8/22 ○

R4/8/22 118,200 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 55,200

63,000 63,000 10,000 0

○○病院 72,000 21,600 21,600 84,600 21,600 0

10,000 0

20,000 6,000 45,600

○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000

6,000 6,000

33,600 0

6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 79,200

○○病院

6,000 6,000 36,000 6,000 0

0

□□薬局 112,000 33,600 39,600 33,600 0

○○病院 20,000 6,000

210,000 63,000 63,000

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

0

○○病院 20,000

57,600

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000

57,600 0○○病院

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

0

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

○○病院 210,000 63,000 63,000

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

医療記録票の記載例④-２（入院＋通院の記載例〔２〕） 医療機関向け

○入院＋通院の記載例〔２〕
（入院単独でも高額療養費算定基準額を超えている例）
Ｒ４年８月の分子標的薬の導入に係る入院１回が高額療養費算定基準額を
超えたことで助成対象となり、その後の分子標的薬に係る通院１回
〔外来診療費と薬剤費〕も助成対象となる場合の記載例

Ｐ． ２４に詳述

Ｐ． ２５に詳述 Ｐ． ２６に詳述

Ｐ．２６に詳述

Ｐ． ２４に詳述

Ｐ． ２５に詳述
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外 ○入 ○入

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

R4/7/5 R4/7/29 ○

R4/8/7 R4/8/20 ○ ○

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆ ◇◆

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

他公費負担医療の
支払額

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

❻
窓口支払額

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

36,000 6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 39,600 69,600

○○病院 20,000 6,000 6,000

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

○○病院 20,000 6,000 6,000 6,000 0

33,600 0

6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 79,200 33,600

33,600 0

○○病院 20,000 6,000 45,600

□□薬局 112,000 33,600 39,600

10,000 0○○病院 210,000 63,000 63,000

0

0○○病院 210,000 63,000 63,000 10,000

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-２（入院＋通院の記載例〔２〕） 医療機関向け

上記の例の場合、８月分の入院医療費63,000円がＡ欄①入院の基準額57,600円以上であり、この時点で、カウント
の対象となり、カウントの回数も３回目以上であるため、助成対象となります。

入院医療の場合、緑色部分が記載の対象欄となります。

分子標的薬の導入に係る入院の場合、医療機関において○印を記載してください。
・会計担当者が記載する場合は、医師に確認する等により対応してください。

患者が窓口で支払った額を
記載します。

入院１回目

カウントの対象となった場合、医療機関において、2か所に○印を記載してください。
・Ｂ欄については、入院であることが分かるように「○入」と記載してください。

Ｂ欄に診療月を含む過去１２か月以内に〇印が３個以上ある場合で、入院単独で助成対象となった場合は、原則、現物
給付となるため、患者の窓口負担額は10,000円となります。

（入院単独でも高額療養費算定基準額を超えている例）

カウント６回目
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外 ○入 ○入＋外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

R4/7/5 R4/7/29 ○

R4/8/7 R4/8/20 ○ ○

R4/8/22 ○○○病院 72,000 21,600 21,600 84,600 21,600 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 10,000 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 10,000 0

6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 79,200

○○病院 20,000 6,000 45,600

33,600 0

0

□□薬局 112,000 33,600 39,600 33,600 0

○○病院 20,000 6,000 6,000 6,000

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

0○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600

◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

◇◆ ◇◆

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

また、同じ８月分の分子標的薬に係る入院が既に助成対象となっていることから、通院に係る医療費についても助成の対象となるため、
Ｂ欄に「○入＋外」と記載してください。（既に「○入」と記載されている場合は、「＋外」を追加してください。）
なお、通院に係る医療費については、償還払いとなりますので、窓口では自己負担額（３割等：上記の例では21,600円）を徴収し、都道
府県に償還払いの請求をすれば助成が受けられる旨を患者に案内してください。
処方箋が発行される場合は、保険薬局での薬剤費を含め、償還払いの請求が出来る旨を患者に案内してください。

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-２（入院＋通院の記載例〔２〕） 医療機関向け

上記の例の場合、同じ８月分に「分子標的薬に係る治療の場合○印」欄に○印がある入院医療費の記載がありますので、❺欄に当該医療
費63,000円と通院医療費21,600円の合計額84,600円を記載してください。

通院医療の場合、黄色部分が記載の対象欄となります。

分子標的薬に係る通院の場合、医療機関において○印を記載してください。
・会計担当者が記載する場合は、医師に確認する、処方箋に記載されている分子標的薬の処方の有無により確認する等により対応してく

ださい。

患者が窓口で支払った額
を記載します。

通院１回目〔外来診療〕 （入院単独でも高額療養費算定基準額を超えている例）

カウント６回目
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外 ○入 ○入＋外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

R4/7/5 R4/7/29 ○

R4/8/7 R4/8/20 ○ ○

R4/8/22 ○

R4/8/22

○○病院 72,000 21,600 21,600 84,600 21,600 0

33,600 0□□薬局 112,000 33,600 55,200 118,200

10,000 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 10,000 0

0□□薬局 112,000 33,600 79,200 33,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 6,000 0

33,600 0

○○病院 20,000 6,000 45,600

□□薬局 112,000 33,600 39,600

6,000 0

36,000 6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 39,600 69,600

○○病院 20,000 6,000 6,000

33,600 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆ ◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-２（入院＋通院の記載例〔２〕） 医療機関向け

保険薬局では◆の部分、この図ではオレンジ色部分が記載の対象欄となります。

患者が窓口で支払った額を
記載します。

通院１回目〔保険薬局〕

上記の例の場合、同じ８月分に「分子標的薬に係る治療の場合○印」欄に○印がある入院医療費と通院医療費の記載がありますので、❺
欄に当該医療費63,000円、通院医療費21,600円、調剤関係費用33,600円の合計額118,200円を記載してください。

上記の例の場合、同じ８月分の分子標的薬に係る入院が既に助成対象となっていることから、通院に係る医療費についても助成の対象と
なるため、Ｂ欄に「○入＋外」の記載がない場合は、「○入＋外」と記載してください。

カウント６回目

（入院単独でも高額療養費算定基準額を超えている例）

なお、通院に係る医療費については、償還払いとなりますので、窓口では自己負担額（３割等：上記の例では33,600円）を徴収し、都道
府県に償還払いの請求をすれば助成が受けられる旨を患者に案内してください。

（参考）

保険薬局で記載
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外 ○入 ○入＋外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

R4/7/5 R4/7/29 ○

R4/8/7 R4/8/20 ○ ○

R4/8/22 ○

R4/8/22

◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆ ◇◆ ◇◆

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

□□薬局 112,000 33,600 39,600 69,600 33,600 0

□□薬局 112,000 33,600 39,600 33,600 0

○○病院 20,000 6,000 6,000 6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 79,200 33,600 0

○○病院 20,000 6,000 45,600 6,000 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 10,000 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 10,000 0

□□薬局 112,000 33,600 55,200 118,200 33,600 0

○○病院 72,000 21,600 21,600 84,600 21,600 0

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例④-２（入院＋通院の記載例〔２〕） 医療機関向け

Ｂ欄に診療月を含む過去１２か月以内に〇印が３個以上ある場合、本事業の助成対象となります。

直近の記載内容が、分子標的薬に係る治療の場合、確認①から確認③の要素を確認し、全て満たす場合は、都道府県に
償還請求をすれば、助成が受けられる旨を患者へ案内してください。

確認①
分子標的薬に係る治療か

確認③
Ｒ４年８月分を含め、過去１２か月以内
に○印が３個以上あるか

カウント６回目

助成対象となった月以降に患者が来院した場合には、医療機関においても、下記について御確認いただ
き、Ｂ欄の に記載が無い場合など、必要に応じて患者へ償還請求手続の案内をしてください。

【記載例の場合、８月の分子標的薬に係る医療費（薬局含む）の合計（63,000+21,600+33,600＝118,200）がＡ欄①入院の基準額57,600円以
上であり、３つの要素を満たすため、患者へ案内。】

（補足） （入院単独でも高額療養費算定基準額を超えている例）

確認②
同じＲ４年８月分の関係医療の自己負担額の合計がＡ欄の基準額
を超えるか（超える場合、Ｂ欄に○印を記載。）
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

10,800 0

□□薬局 112,000 33,600 88,800

○○病院 36,000 10,800 55,200

33,600 0

□□薬局 112,000 33,600 44,400 33,600 0

○○病院 36,000 10,800 10,800 10,800 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

医療記録票の記載例⑤（通院の記載例） 医療機関向け

○通院の記載例
Ｒ４年５月に通院２回〔外来診療費と薬剤費〕の
合計額が高額療養費算定基準額を超えて、助成対象
となる場合の記載例

（記載例は本紙を除き６枚に分かれています。）

Ｐ．２９に詳述

Ｐ．３１に詳述

Ｐ．３０に詳述

Ｐ．３３に詳述

Ｐ．３３に詳述
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医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○○○病院 36,000 10,800 10,800 10,800 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例⑤（通院の記載例） 医療機関向け

上記の例の場合、 5月分の通院医療費10,800円がＡ欄②外来の基準額57,600円未満であり、この時点では、カウン
トの対象となりません。

通院医療の場合、黄色部分が記載の対象欄となります。

分子標的薬に係る通院の場合、医療機関において○印を記載してください。
・会計担当者が記載する場合は、医師に確認する、処方箋に記載されている分子標的薬の処方の有無により確認する等
により対応してください。

患者が窓口で支払った額を
記載します。

通院１回目〔外来診療〕

29



医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3 □□薬局 112,000 33,600 44,400 33,600 0

○○病院 36,000 10,800 10,800 10,800 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

医療記録票の記載例⑤（通院の記載例） 医療機関向け

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

保険薬局では◆の部分、この図ではオレンジ色部分が記載の対象欄となります。

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

患者が窓口で支払った額を
記載します。

通院１回目〔保険薬局〕

上記の例の場合、 5月分の通院医療費10,800円と調剤関係費用33,600円の合計44,400円がＡ欄②外来の基準額
57,600円未満であり、この時点では、カウントの対象となりません。

（参考）

保険薬局で記載
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医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○ 10,800 0○○病院 36,000 10,800 55,200

□□薬局 112,000 33,600 44,400 33,600 0

○○病院 36,000 10,800 10,800 10,800 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例⑤（通院の記載例） 医療機関向け

上記の例の場合、5月分の通院医療費10,800円×２（21,600円）と調剤関係費用33,600円の合計55,200円が
Ａ欄②外来の基準額57,600円未満であり、この時点では、カウントの対象となりません。

通院医療の場合、黄色部分が記載の対象欄となります。

分子標的薬に係る通院の場合、医療機関において○印を記載してください。
・会計担当者が記載する場合は、医師に確認する、処方箋に記載されている分子標的薬の処方の有無により確認する等
により対応してください。

肝がんの治療を行う上で無関係と医師が判断する医薬品を１枚の処方箋で同時に処方するような場合には「特記事項が
ある場合○印」の欄内に○印を付けてください。
・このような場合には、処方箋に本事業の対象外の医薬品にマーカーを付ける等により、対象外の医薬品が分かるようにしていただき「マーカー部分
が対象外」と記載する等、どのように区分したかが分かるようなコメントを処方箋の裏面等に記載してください。

患者が窓口で支払った
額を記載します。

通院２回目〔外来診療〕
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医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R4/5/3 ○
R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆ ◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

○○病院 36,000 10,800 10,800 10,800 0
□□薬局 112,000 33,600 44,400 33,600 0

○○病院 36,000 10,800 55,200 10,800 0

□□薬局 112,000 33,600 88,800 33,600 0

医療記録票の記載例⑤（通院の記載例） 医療機関向け

・肝がんの治療を行う上で無関係と医師が判断する医薬品を１枚の処方箋で
同時に処方するような場合には医療機関内において医療記録票の「特記事
項がある場合○印」の欄内に○印を付けてください。

・このような場合には、処方箋に本事業の対象外の医薬品にマーカーを付け
る等により、対象外の医薬品が分かるようにし、「マーカー部分が対象
外」と記載する等、どのように区分したかが分かるようなコメントを処方
箋の裏面等に記載するようにしてください。

・保険薬局では、処方箋に肝がんの治療を行う上で無関係と医師が判断する
医薬品が含まれている旨のコメントが記載されている場合は、当該医薬品
に係る薬剤費を除いた金額を医療記録票に記載します。
※例えば、抗リウマチ薬が対象外の医薬品として記載されている場合は、抗リウマチ薬

の薬剤費を除いた額を記載します。

レンビマカプセル（○○ｍｇ） ２錠
１日１回 ○食後 １４日分

リウマトレックスカプセル（ ○○ｍｇ） ２錠
１日１回 ○食後 ○日分

記載イメージ

対象外の医薬品

マーカー部分が対象外

通院２回目〔外来診療〕

（参考）
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

10,800 0

□□薬局 112,000 33,600 88,800

○○病院 36,000 10,800 55,200

33,600 0

□□薬局 112,000 33,600 44,400 33,600 0

○○病院 36,000 10,800 10,800 10,800 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

医療記録票の記載例⑤（通院の記載例） 医療機関向け

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

保険薬局では◆の部分、この図ではオレンジ色部分が記載の対象欄となります。

患者が窓口で支払った額
を記載します。

通院２回目〔保険薬局〕

５月分がカウントの対象となり、Ｂ欄に５月分を含む過去１２か月以内に○印が３個以上あるため、助成の対象となり、
都道府県に償還請求をすれば、助成が受けられる旨を患者へ案内してください。

カウント４回目

上記の例の場合、5月分の通院医療費10,800円×２（21,600円）と調剤関係費用33,600円×２の合計88,800円
がＡ欄②通院の基準額57,600円以上であり、カウントの対象となります。

カウントの対象となった場合、保険薬局において、2か所に○印を記載してください。
・Ｂ欄については、通院であることが分かるように「○外」と記載してください。

（参考）

保険薬局で記載
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○ 33,600 0

10,800 0

□□薬局 112,000 33,600 88,800

○○病院 36,000 10,800 55,200

□□薬局 112,000 33,600 44,400 33,600 0

○○病院 36,000 10,800 10,800 10,800 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

医療記録票の記載例⑤（通院の記載例） 医療機関向け

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

確認①
分子標的薬に係る治療か

確認②
同じ５月分の関係医療の自己負担額の合計がＡ欄の基準額
を超えるか（超える場合、Ｂ欄に○印を記載。）

確認③
５月分を含め、過去１２か月以内に○印
が３個以上あるか

直近の記載内容が、分子標的薬に係る治療の場合、確認①から確認③の要素を確認し、全て満たす場合は、都道府県に
償還払いの請求手続が必要ですので、患者へ案内してください。

【記載例の場合、５月の分子標的薬に係る医療費（薬局含む）の合計（10,800+33,600+10,800+33,600＝88,800）がＡ欄②外来の基準額
57,600円以上であり、３つの要素を満たすため、患者へ案内。】

カウント４回目

〔補足〕

助成対象となった月以降に患者が来院した場合には、医療機関においても、下記について御確認いただ
き、Ｂ欄の に記載が無い場合など、必要に応じて患者へ償還請求手続の案内をしてください。
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医療記録票の記載例⑥（入院の記載例） 医療機関向け

○入院の記載例
月数要件を満たしている場合の記載例
（カウント３回目以降の時〔現物給付される場合〕）
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８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

○入 ○入 ○入＋外 ○外 ○入

医療実績記載欄（◇は医療機関記載欄、◆は保険薬局記載欄）

◇ ◇ ◆ ◇ ◇ ◇ ◇◆

入院・
通院日

退院日 調剤日 分子標的
薬等に係
る治療の
場合○印

特記事項
がある

場合○印

❹
※１

❹
※２

R3/10/5 R3/10/25 ○

R3/12/2 R3/12/30 ○

R4/4/3 R4/4/7 ○

R4/4/8 ○

R4/4/8

R4/5/3 ○

R4/5/3

R4/5/25 ○ ○

R4/5/25 ○

R4/7/5 R4/7/29 ○

Ｂ欄

R3年 R4年 R５年

入院【現物給付（原則）】 通院（保険薬局含む）【償還払い】

◇◆ ◇◆ ◇

医療機関名、保険薬局名
❶

関係医療の
医療費総額

（１０割分）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❷
関係医療の
自己負担額
（３割等）

❸
月間累計

（❷の月間累計）

❺
同じ月に入院欄の❸
と通院欄の❸の記載

がある場合は、その
合計額を記載

※３

◇◆ ◇◆ ◇ ◇ ◇◆ ◇◆

❻
窓口支払額

他公費負担医療の
支払額

○○病院 210,000 63,000 63,000 57,600 0

57,600 0○○病院 210,000 63,000 63,000

○○病院 100,000 30,000 30,000 30,000 0

○○病院 20,000 6,000 6,000 36,000 6,000 0

69,600 33,600 0□□薬局 112,000 33,600 39,600

○○病院 20,000 6,000 6,000 6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 39,600 33,600 0

6,000 0

□□薬局 112,000 33,600 79,200

○○病院 20,000 6,000 45,600

33,600 0

○○病院 210,000 63,000 63,000 10,000 0

Ａ欄 57,600
高額療養費
算定基準額

①入院 57,600 ②多数回該当の場合 44,400 ③外来

医療記録票の記載例⑥（入院の記載例） 医療機関向け

Ｂ欄に診療月を含む過去１２か月以内に〇印が３個以上ある場合、本事業の助成対象となります。

上記の例の場合、７月分の入院医療費63,000円がＡ欄①入院の基準額57,600円以上でありカウントの対象となりま
す。

カウントの対象となった場合、医療機関において、2か所に○印を記載してください。
・Ｂ欄については、入院であることが分かるように「○入」と記載してください。

入院医療の場合、緑色部分が記載の対象欄となります。

Ｂ欄に診療月を含む過去１２か月以内に〇印が３個以上ある場合で、入院単独で助成対象となった場合は、原則、現物
給付となるため、患者の窓口負担額は10,000円となります。

カウント５回目

患者が窓口で支払った額
を記載します。
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指定医療機関の確保

（１）拠点病院（指定医療機関に全て指定済）や規模が比較的大きい肝疾患専門医療機関で治療を受けている患者さん
からの助成申請（実績）が多いことを踏まえ、規模が比較的大きい専門医療機関で指定を受けていない機関を中
心に指定申請の勧奨をお願いします。

（２）令和２年１月から開始した運用の弾力化後は、対象患者の認定（参加者証の交付）の要件となる３月の入院につ
いて指定医療機関以外での医療機関での入院を可能としていることから、入院記録票の確認時に指定医療機関以
外の医療機関で入院医療が行われていることを把握した段階で当該医療機関に対して個別に指定申請の勧奨を引
き続きお願いします。

※ 都道府県における指定医療機関の指定申請の勧奨に活用できるチラシと医療機関向けの簡易版マニュアルのひな型を作成し、厚生労
働省ホームページに掲載しています。

これらの資料は、患者さんが指定医療機関ではない医療機関に転院する場合に、転院先の医療機関への指定申請の案内にも御活用く
ださい。

○指定医療機関数（肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業指定医療機関）
１，４０３か所（令和２年１２月現在）

（参考）専門医療機関（肝疾患に関する専門医療機関）
３，０６４か所＋拠点病院７１か所（平成30年度）

指定医療機関の確保

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
拠点病院や規模が比較的大きい肝疾患専門医療機関で治療を受けている患者さんからの助成申請が多いことを踏まえ、規模が比較的大きい専門医療機関で指定を受けていない機関を中心に指定申請の勧奨をお願いします。
また本年、令和２年１月より運用の弾力化を実施しております。これは、入院１月目から３月目までの入院医療が指定医療機関以外の医療機関で行われることも可能とすることで、本来助成を受けるべき患者さんが円滑に制度につながることを目的としております。また、これにより、入院記録票の確認時などに指定医療機関以外の医療機関で入院医療が行われていることを都道府県が把握した段階で、当該医療機関に対して個別に指定申請の勧奨を引き続きお願い致します。
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指定医療機関指定勧奨用リーフレット 償還払い手続き案内リーフレット
リーフレット（案）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
事業の周知について、現在周知用のポスターやリーフレットを作成中でございます。完成しだい、皆さまのもとへお届けるきるよう準備を進めてまいりたく存じます。各拠点病院様におかれましては、これら等をご活用頂き、引き続き事業の周知にご協力を頂きたく存じます。



（１）患者さんへの事業の周知については、医療機関において、本事業に必要な条件や手続などを説明する担当者や担
当部署を定め、入院患者さんや今後入院が見込まれる患者さんが説明を受けることで、患者さんの事業参加につな
がりやすいと考えられます。

助成実績のある医療機関では、このような取組が積極的に行われていますので、指定医療機関には、患者さんへ
の事業の説明等を行う担当者・部署を設定し、患者さんに事業の案内を行っていただくことが出来る体制を構築し
ていただくようお願いします。

※ 患者さんへの事業の案内については、事業の周知用リーフレットを作成し、厚生労働省ホームページに掲載していますので、
このリーフレットの配布等により行ってください。
また、医師、担当者、担当部署への事務の流れ等の説明に利用できる事務フローや説明フローを含む医療機関向けマニュアルや

医療機関向けマニュアルの資料集をホームページに掲載していますので御活用ください。

（２）令和３年４月より下記のとおり本事業の見直しを行う予定としており、新たに分子標的薬を用いた化学療法によ
る通院治療が対象となる予定ですので、既に当該治療を受けている患者さんやこれから当該治療を開始される予定
の患者さんへの説明をお願いします。

○見直し（案）
・通院治療の対象化について

「分子標的薬を用いた化学療法」又は「肝動注化学療法」による通院治療を本事業の助成対象に追加します。
・対象月数の短縮について

過去１年間で高額療養費の限度額を超えた月が４月目以降を助成対象としているものを３月目以降とします。

※ 通院治療については、令和３年４月以降の通院で高額療養費の限度額を超えたものから月数のカウントの対象となります。
なお、令和３年３月分までの入院治療の月数のカウントと令和３年４月分の通院治療の月数のカウントと合わせて３回以
上となる場合は、令和３年４月分の通院治療から助成の対象となります。
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事業の周知

患者さんへの事業の周知

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
患者さんへの事業の周知については、医療機関において、本事業に必要な条件や手続などを説明する担当者や担当部署を定め、入院患者さんや今後入院が見込まれる患者さんが説明を受けることで、患者さんの事業参加につながりやすいと考えられます。
助成実績のある医療機関では、このような取組が積極的に行われています。
指定医療機関には、患者さんへの事業の説明等を行う担当者・部署を設定し、患者さんに事業の案内を行っていただくことが出来る体制を構築していただくようお願いします。




３. 重症化予防の推進
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助成回数 １回

対象者

以下の要件に該当する者
・医療保険各法の規定による被保険者又は被扶養者並びに高齢者の医療の確保に関する法律の規定による保険者
・以下のいずれかで陽性と判定された者

①ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業における肝炎ウイルス検査若しくは健康増進事業の肝炎ウイルス検診
②職域における肝炎ウイルス検査
③母子保健法に基づき市町村が実施する妊婦健康診査における肝炎ウイルス検査（以下「妊婦健診の肝炎ウイルス検査」という。）
④手術前１年以内に行われた肝炎ウイルス検査（以下「手術前の肝炎ウイルス検査」という。）

・陽性者のフォローアップに同意した者
自己負担額 自己負担なし

請求に必要な書類

①ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業における肝炎ウイルス検査若しくは健康増進事業の肝炎ウイルス検診を受けた者
請求書、医療機関の領収書、診療明細書、肝炎ウイルス検査結果通知書
※平成30年度より肝炎ウイルス検査の前又は後でフォローアップの同意取得が可能

②職域健診における肝炎ウイルス検査を受けた者
請求書、医療機関の領収書、診療明細書、肝炎ウイルス検査結果通知書、職域の肝炎ウイルス検査を受けたことについての証明書、
必要な場合にフォローアップの同意書

③妊婦健診における肝炎ウイルス検査を受けた者
請求書、医療機関の領収書、診療明細書、母子健康手帳の検査日及び検査結果が確認できるページの写し（※）、必要な場合にフォロー
アップの同意書 ※母子健康手帳により検査日等が確認できない場合は、医療機関が発行する検査結果通知書により確認

④手術前の肝炎ウイルス検査を受けた者
請求書、医療機関の領収書、診療明細書、肝炎ウイルス検査結果通知書、肝炎ウイルス検査後に受けた手術に係る手術料の算定されたこ
とが確認できる診療明細書、必要な場合にフォローアップの同意書

対象医療

・初診料（再診料）、ウイルス疾患指導料及び下記の検査に関連する費用として都道府県が認めた費用
・検査項目
a 血液形態・機能検査（末梢血液一般検査、末梢血液像）
b 出血・凝固検査（プロトロンビン時間、活性化部分トロンボプラスチン時間）
c 血液化学検査（総ビリルビン、直接ビリルビン、総蛋白、アルブミン、ALP、ChE、γ-GT、総コレステロール、AST、ALT、LD）
d 腫瘍マーカー（AFP、AFP-L3%、PIVKA-Ⅱ半定量、 PIVKA-Ⅱ定量）
e 肝炎ウイルス関連検査（HBe抗原、HBe抗体、HCV血清群別判定等）
f 微生物核酸同定・定量検査（HBV核酸定量、HCV核酸定量）
g 超音波検査（断層撮影法（胸腹部））

肝炎ウイルス陽性者を早期に初回精密検査に結びつけ、慢性肝炎や肝硬変、肝がんへの重症化予防を図るため、初回精密検査
費用の助成を行う。

初回精密検査費用の助成（令和２年4月改正）

事業内容

事業概要
※

囲
み
部
分
を
追
加
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
肝炎患者等の重症化予防推進事業についてのスライドとなります。本事業は、肝炎ウイルス検査を実施することにより陽性者の早期発見や、陽性後の受診、フォローアップにかかわる事業でございます。今年度から新たに妊婦健診・手術前検査の肝炎ウイルス検査における陽性者も助成対象者に拡大されております。



●対象者： 以下の全ての要件に該当する者
・医療保険各法の規定による被保険者又は被扶養者並びに高齢者の医療の確保に関する法律の
規定による被保険者
・肝炎ウイルスの感染を原因とする慢性肝炎、肝硬変及び肝がん患者（治療後の経過観察を含む）

※無症候性キャリアは対象外
・住民税非課税世帯に属する者又は市町村民税（所得割）課税年額が235,000円未満の世帯
に属するもの
・フォローアップに同意した者
・肝炎治療特別促進事業の受給者証の交付を受けていない者（※重複受給でないこと）

●助成対象費用
・初診料（再診料）、ウイルス疾患指導料及び下記の検査に関連する費用として都道府県が認めた費用。
検査項目；初回精密検査の項目と同様
・肝硬変・肝がん（治療後の経過観察を含む）の場合は、超音波検査に代えてCT撮影又はMRI撮影を
対象とすることができる。また、いずれもの場合も、造影剤を使用した場合の加算等の関連する費用も対象。

●助成回数：１年度２回（初回精密検査を含む）

●検査費用の請求について必要な書類
・請求書、医療機関の領収書、診療明細書、世帯全員の住民票の写し、世帯全員の住民税非課税証明書、
診断書 ⇒ 都道府県知事に請求。平成30年度から医師の診断書については一定の条件の下、省略が
できることとした。

定期検査費用の助成 （実施主体：都道府県）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
また、定期検査の費用助成につきましても、従前と変更点はございません。助成回数は１年度に２回までとなっております。また、世帯の市町村民税課税年額に応じて自己負担額が異なっております。医師の診断書につきましても、一定の条件下に省略ができるようになっております。



４. 肝疾患診療体制の整備
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肝炎医療コーディネーターについて

身近な地域や職域、あるいは病院等に配置され、それぞれが所属する領域に応じて必要とされる肝炎に関する基礎的な
知識や情報を提供し、肝炎への理解の浸透、相談に対する助言や相談窓口の案内、受検や受診の勧奨、制度の説明な
どを行う。他の肝炎医療コーディネーターとも協力・連携することで、肝炎の「予防」、「受検」、「受診」、「受療」と「フォローアッ
プ」が促進されることが期待される。
さらに、身近な地域や職域で肝炎医療コーディネーターが活動し、肝炎への理解を社会に広げる基盤が醸成されることによ
り肝炎患者への差別や偏見の解消に繋がることも期待される。

肝炎医療コーディネーター
1人で全ての役割を担うのではなく、様々な領域のコーディネーターがそれぞれの強みを活かして
患者をみんなでサポートし、肝炎医療が適切に促進される様に調整（コーディネート）する

国
民

肝
硬
変
・肝
が
ん
へ
の

移
行
者
を
減
ら
す

肝炎対策基本指針
の目標肝炎対策のステップ

・肝炎に関する基本的
な知識の普及・啓発
・Ｂ型肝炎ワクチンの
定期接種
・相談窓口の案内

ステップ０
「予防」

ステップ１
「受検」

ステップ２
「受診」

ステップ３
「受療」

・肝炎ウイルス検査
の受検勧奨
・検査が受けられる
医療機関、検診
機関の紹介

・肝炎検査陽性者
への受診勧奨
・専門医療機関や拠点
病院、肝疾患相談の
紹介
・初回精密検査や定期
検査費用助成の案内

・医療費助成や障害者
手帳等の制度の案内
・服薬指導
・仕事と治療の両立
支援
・抗ウイルス治療後の
定期受診の勧奨

保健師 自治体職員 職場関係者 看護師 医師 薬剤師患者会
自治会等

歯科医師

「肝炎医療コーディネーターの養成及び活用について」（健発0425第4号平成29年4月25日厚生労働省健康局長通知）参照
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
拠点病院に関する現状や肝炎医療コーディネーターの現状の報告になります。
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http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjCwIvrla3SAhXDVbwKHRCLBPMQjRwIBw&url=http://kids.wanpug.com/illust144.html&bvm=bv.148073327,d.cGw&psig=AFQjCNF_ehTlUYslXRBo08lrTbBh2M1ksg&ust=1488178151250889
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http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiwhpell63SAhUCO7wKHeXbB9cQjRwIBw&url=http://kids.wanpug.com/illust66.html&bvm=bv.148073327,d.cGw&psig=AFQjCNGv7M3Mr38w7av83Rlidvu06CXEPQ&ust=1488178551781939
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwismP-Una3SAhWKXbwKHb-PBSgQjRwIBw&url=http://blog.goo.ne.jp/illust-amembow/e/e9cd8d9ec594c27ffa6e8e67e09ca3e1&bvm=bv.148073327,d.cGw&psig=AFQjCNH3XbejA7RjPB_CWC7EwJIsVsywqw&ust=1488179518607602
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肝炎医療コーディネーターなどの養成数
事業概要
都道府県は、市町村の保健師、地域の医療機関の看護師、職域の健康管理
担当者などで、肝炎に関する情報の説明、肝炎ウイルス検査後のフォロー
アップや受診勧奨などの支援を行う人材を養成する。

47都道府県で計20,049名の
肝炎医療コーディネーターなどを養成

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

(人)
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５. 治療と仕事の両立支援
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就労支援に関する取組

肝疾患診療連携拠点病院等において、就労に関する専門家（社会保険労務士、産業カウンセラー、キャリア・コンサルタント等）を配置する
などして、肝炎患者の就労の継続等に関する支援に対応できる体制を整備し、その効果を検証（平成26年度より実施）
・支援対象者
肝炎患者・感染者であることは知っているが、通院や治療を行っていない者
肝炎患者で現に医療機関に通院し・治療を受けており、就労を維持しながら治療継続の支援を必要とする者

・支援内容（拠点病院での実施内容により異なる）
相談への対応（リーフレット等を用いての説明、支援対象者の利便性にかなった適切な医療機関を紹介等）
・支援対象者の了承を得た上で、勤務先の産業保健スタッフ・労務担当者・経営者等に対し、肝炎について啓
発資料等を活用して肝炎に対する意識向上を図り、支援者の状況に応じた配慮の要請。
・その他、支援対象者の実情に応じ、必要な支援。
※適宜フォーローアップを実施

・実施状況 拠点病院19カ所で実施（平成30年度）
主な内容
・ハローワーク、ソーシャルワーカーによる就労相談
・社会保険労務士・肝疾患コーディネーターによる相談会
・企業等に出向いての啓発活動、等

① 肝炎患者の就労に関する総合支援モデル事業（平成26年度～）

（東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学HP： http://kanen5.med.u-tokai.ac.jp/index.html） （日本医学会連合加盟学会連携フォーラム 2019年６月１日)

② 厚生労働科学研究費 肝炎等克服政策研究事業
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③ 事業者等への周知

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
肝炎患者の就労支援などの取り組み状況の報告になります。
①のモデル事業においては拠点病院様において、肝炎患者の就労の継続等に関する支援に対応できる体制の整備に取り組んで頂いております。また、是永班によるホームページの作成や、日本医学会連合　加盟学会連携フォーラムとして、日本肝臓学会主催、日本産業衛生学会共催で両学会理事長参加のもと、両立支援に関する講演会・パネルディスカッションを開催しております。



肝疾患に罹患した労働者に対して治療と仕事の両立支援を
行うにあたって、ガイドラインの内容に加えて、特に留意すべき事
項をまとめたものである。
① 肝疾患に関する基礎情報として、肝疾患の発生状況、
主な肝疾患の治療

② 両立支援にあたっての留意事項として、肝疾患の特徴を
踏まえた対応、肝疾患に対する不正確な理解・知識に伴う
問題への対応を掲載している。

平成28年2月、「事業場における治療と職業生活の両立支
援のためのガイドライン」を公表し、平成31年3月に改訂した
（「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライ
ン」に名称変更）。

事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン

肝疾患に関する留意事項（平成29年3月に追加）

○ ガイドラインは、事業者が、がん、脳卒中などの疾病を抱え
る方々に対して、適切な就業上の措置や治療に対する配慮
を行い、治療と仕事が両立できるようにするため、事業場にお
ける取組などをまとめたものである。

○ ガイドラインでは、休暇制度・勤務制度等の整備をはじめと
した、両立支援を行うための環境整備、両立支援の進め方
に加え、参考資料としてがん、脳卒中、肝疾患、難病、心疾
患、糖尿病について特に留意すべき事項をとりまとめている。

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000621298.pdf
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プレゼンテーションのノート
201217基準局確認済

※企業・医療機関連携マニュアルと横並びでスライド提示してもらう

また、厚労省では事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドラインを令和２年３月に改訂し、公表しております。ガイドラインの名称が「仕事の両立支援」から「職業生活の両立支援」に変更となり、支援制度や機関が更新されております。
同じく、企業・医療機関連携マニュアルについては、令和２年３月に改訂され、主治医意見書や両立支援/職場復帰支援プランの作成解説ページに診療報酬に関する記載が追記されたほか、肝疾患患者における好事例の追加などが記載されています。



・事例1：Ｂ型肝炎でインターフェロン治療の開始に伴い、一時
的に業務内容の調整を行いながら、通院による治療と
仕事の両立を目指す事例

・事例2：Ｃ型肝炎で治療終了後、経過観察中に肝がんが
見つかり、シフトの調整等を行いながら、入院と通院に
よる治療と仕事の両立を目指す事例

・事例3：肝硬変の治療中、合併症を発症したため、業務内容
の変更などを行いながら、通院による治療と仕事の
両立を目指す事例

企業・医療機関連携マニュアルは、治療と仕事の両立支援の
ため、企業と医療機関が情報のやりとりを行う際の参考となるよう、
ガイドライン掲載の様式例に沿って、その作成のポイントを示すも
のである。

企業・医療機関連携マニュアル

具体的な事例を通じた記載例（事例編）

肝疾患の具体的事例

・平成30年3月
がんの事例（4例）を作成
・平成31年3月
肝疾患の事例（3例）、脳卒中の事例（4例）を追加
・令和2年3月
難病の事例（3例）を追加
・令和３年３月
心疾患の事例（３例）、糖尿病の事例（３例）を追加予定

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000609405.pdf
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
令和２年第１回拠点病院協議会




「両立支援コーディネーター」の養成

担い手： 企業の人事労務担当者や産業保健スタッフ・医療機関の医療従事者・支援機関等
機 能： 支援対象者に寄り添いながら継続的な相談支援等を行うこと
役 割： それぞれの立場における支援の実施 及び 関係者との連携・調整

支援対象者の同意を前提として、治療に関する情報や業務に関する情報等を得て、支援対象者
の治療や業務の状況に応じた必要な配慮等の情報を整理して本人に提供する 等

平成30年３月30日付け基安発0303第１号働き方改革実行計画を踏まえた両立支援コーディネーターの養成について

両立支援コーディネーター

主治医

（産業医・人事）

企 業 医療機関
支援機関等

労働者（患者）

相談支援 相談支援

相談支援

企業の両立支援コーディネーター
・人事労務担当者
・産業保健スタッフ

支援機関の両立支援コーディネーター
・社会保険労務士
・産業カウンセラー
・キャリアコンサルタント

医療機関の両立支援コーディネーター
・医療ソーシャルワーカー
・看護師

※関係者との調整を行うに当たっては、両立支援コーディネーターは、事業場に対して支援対象者の代理で
交渉行為を行うものではない

働き方改革実行計画目標： 2020年度までに2,000人養成
※2020年3月31日時点で4,129人養成を達成
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
両立支援コーディネーターは、患者さんと家族が治療と仕事の両立を図る上で、支援対象者や医療機関、企業間のコミュニケーション等の連携調整の役割を担っております。多数養成されているところです。

https://3.bp.blogspot.com/-O0mchradsMo/VwIgUXTY1LI/AAAAAAAA5aw/9Y3Gz_AOy9sAS_OrM09_ORHwOmrexf7oQ/s800/medical_seishinka_woman.png


６. 国民に対する正しい
知識の普及
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肝炎総合対策推進国民運動事業の概要

政策課題解決型の戦略的広報の展開

⇒ 肝炎の『早期発見』『早期治療』を重点的に訴求 (全ての国民が一度は受検する必要のある「肝炎ウイルス検査」の積極推進)

概 要
「肝炎対策の推進に関する基本指針」（平成23年5月16日制定、平成28年6月30日改正）に基づき（※）、
肝炎に関する知識や肝炎ウイルス検査の必要性を分かりやすく伝え、国民が肝炎への正しい知識を持ち、
早期発見・早期治療に向けた行動を促すため、多種多様な媒体を活用しての効果的な情報発信や民間企業
との連携を通じた肝炎対策を展開し、肝炎総合対策を国民運動として推進するもの。

（※） 基本指針の「第１ 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向 （５）肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発」において、
『肝炎ウイルスは感染しても自覚症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識していても、感染者が早急な治療の
必要性を認識しにくい。このため、国民一人一人が感染によるリスクを自覚した対応を図るよう、肝炎についての正しい知識を持つた
めの更なる普及啓発に取り組む必要がある。』とされている。

事業の内容
１．広報戦略の策定
２．情報発信（メディアの活用、WEBコンテンツの制作・運用）
３．イベントの実施（日本肝炎デー関連イベント、集中広報の実施）
４．大使・スペシャルサポーターの活動支援

５．パートナー企業・団体との活動
６．広報技術支援（行政の広報施策のサポート）
７．国民運動の効果検証
８．運営事務局の設置

［令和２年度の主な活動］
（１）全体イベントの実施

・7/21 「知って、肝炎プロジェクト ミーティング2020」開催
（２）自治体・関係団体向けの啓発活動

・和歌山県における集中広報の実施
・都道府県知事、市町村長、関係団体の長への表敬訪問の実施

［38都道府県、27市町村、4団体を訪問（令和2年12月末現在）］
（平成26年からの累計）

（３）情報発信
・オフィシャルホームページの運用
・メディアを通じた広報（新聞、テレビ、ラジオ等への記事掲載や広告）
・ポスター・リーフレットの作成
・動画の作成

（４）その他
・パートナー企業・団体の支援
・「知って、肝炎プロモーター」の支援 52



知って、肝炎プロジェクト 大使・スペシャルサポーター

■全体イベントの開催

■首長訪問による啓発活動

※五十音順（敬称略）
R2年8月時点

健康行政特別参与 杉 良太郎
特別大使 伍代 夏子
広報大使 徳光 和夫
スペシャルサポーター
石川ひとみ
石田 純一
岩本 輝雄
w-inds.千葉 涼平
AKB48
HKT48
EXILE
SKE48
STU48
NGT48
NMB48

小橋 建太
コロッケ
島谷 ひとみ
清水 宏保
瀬川 瑛子
SOLIDEMO
高島 礼子
高橋 みなみ
田辺 靖雄
豊田 陽平
仁志 敏久

「知って、肝炎プロジェクト」においては、杉特別参与や大使・スペシャルサポーターのご協力を得て、日本肝炎デー
に合わせた全体イベントや、首長訪問による啓発活動等を実施。

乃木坂46
平松 政次
的場 浩司
山川 豊
山本 譲二
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
健康行政特別参与の杉良太郎様をはじめ、大使・スペシャルサポーターの皆様にご協力をいただきながら、様々な啓発活動を実施しています。引き続き、「知って、肝炎プロジェクト」において、肝炎に関する正しい知識の普及や肝炎ウイルス検査の受検勧奨などに取り組んでいきたく存じます。



青森県
16.3.25 
島谷ひとみ氏
19.11.19
杉良太郎氏秋田県

16.10.18 
仁志敏久氏

茨城県
15.11.26 仁志敏久氏
20.1.14 SOLIDEMO シュネル氏・木全氏

栃木県
17.3.1
的場浩司氏
20.8.27
杉良太郎氏

東京都
14.8.7 伍代夏子氏

山梨県
16.3.9
伍代夏子氏

静岡県
15.11.5
伍代夏子氏

愛知県
16.9.2
AKB48
木﨑ゆりあ氏
18.12.25
岩本輝雄氏

三重県
16.11.17
山川 豊氏

富山県
16.8.23
上原多香子氏

和歌山県
16.11.9
瀬川瑛子氏
20.6.30
杉良太郎氏
伍代夏子氏

大阪府
16.11.9
小室哲哉氏

徳島県
17.7.10
伍代夏子氏

香川県
16.9.2 岩本輝雄氏

広島県
15.9.14 
島谷ひとみ氏

愛媛県
16.1.13
上原多香子氏
17.11.23
伍代夏子氏

佐賀県
15.5.8
高橋みなみ氏

熊本県
15.5.19
コロッケ氏

宮崎県
16.2.2
岩本輝雄氏

鹿児島県
16.10.31
田辺靖雄氏

沖縄県
17.1.16
夏川りみ氏

知って、肝炎プロジェクト 地方自治体、関係団体 表敬訪問実績
（2020年８月31日現在 38都道府県、27市町村、４団体）

福岡県
17.8.29
堀内孝雄氏

埼玉県
17.8.29
徳光和夫氏

高知県
17.８.４
石田純一氏

山口県
17.10.17 
杉良太郎氏
EXILE ATSUSHI氏

新潟県
17.10.31
小橋建太氏

岐阜県
17.10.24
杉良太郎氏

滋賀県
18.1.16
山川豊氏

福島県
18.1.19
瀬川瑛子氏

千葉県
18.1.30 伍代夏子氏

岡山県
1８.３.２６
伍代夏子氏

兵庫県
1８.7.18
杉良太郎氏

群馬県
18.7.18
伍代夏子氏

神奈川県
18.8.27
仁志敏久氏

島根県
18.１0.15 
w-inds.氏

石川県
18.10.11
杉良太郎氏

18.11.15
伍代夏子氏

北海道
19.1.15 
EXILE
SHOKICHI氏

福井県
19.1118
伍代夏子氏

関係団体訪問実績
日本医師会 19.3.4 杉良太郎氏
健保連 19.3.11 伍代夏子氏
協会けんぽ 19.9.9    島谷ひとみ氏
連合 19.11.21 杉良太郎氏

54



肝炎医療ナビゲーションシステム
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肝炎ウイルス検査ができる病院などをウェブで検索できるシステム
－ 肝炎ウイルス検査を受けられる全国の20,000件以上(※)の拠点病院、専門医療機

関、保健所、委託医療機関、 1,400件以上の肝がん・重度肝硬変治療研究促進事
業の指定医療機関等の検索が可能
（※）登録件数は2018年4月時点のものであり順次拡大いたします。

 「地図から探す」をクリックすると、検索したい地域の地図が
表示され、肝炎検査のできる病院を簡単に探すことが可能

 GPS機能で現在地を特定し、最寄りの施設がどこなのかがわかる

 データ通信の安全性を確保するためにSSLとよばれる
暗号化通信を採用

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
また、肝炎医療ナビゲーションシステムにおいて、全国20,000件以上の拠点病院、専門医療機関、保健所、委託医療機関、1400件以上の肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関などの検索が可能となっておりますので、適宜患者さまへのご紹介などをお願いいたします。




B型肝炎の教育資材

平成29年度・厚生労働科学研究費（地域医療基盤開発推進研究事業）「職種の違いを考慮した医療従事者養成課程におけるB型肝炎に関する教育資材の開発」研究班
（研究代表者：榎本大先生）

医療従事者養成課程の方を対象とした、最低限知っておきたい知識
（診断・治療・感染予防・差別/偏見）について整理することを目的とした教育資材
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
また、肝炎に関する正しい情報発信の取組も引き続き行ってまいります。令和２年２月に肝炎情報センターのホームページにＢ型肝炎に関する教育資材を新たに掲載しており、医療従事者の知識の整理等に広く活用頂けるように取組を行っているところです。こちらがＢ型肝炎の教育資材になります。



B型肝炎の副読本作成

（※）令和２年度に、全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団の皆さまのご協力のもと、副読本「Ｂ型肝炎 いのちの教育」を作成。 57

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
集団予防接種による感染被害を含むＢ型肝炎に関する正しい知識の普及を図ることを目的に、令和２年度、全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団の皆様のご尽力により、副読本『Ｂ型肝炎いのちの教育』を作成いたしました。
今後、厚生労働省のホームページ等への掲載をはじめとし、学校の授業で取り上げていただけるよう普及を図っていくよていでございます。



青少年のための「初めて学ぶ肝炎」

・青少年のための肝炎ウイルスの感染予防教育プログラム：厚生労働科学研究費補助金 難病・がんなどの疾病分野の医療の実用化研究事業「肝炎ウイルス検査体制の整備と普及啓発に関する研究」
（研究代表者：加藤真吾） 58

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらは青少年のための教育資材になります。Ｂ型肝炎の教育資材も含めて、肝炎情報センターホームページからアクセスできるものになります。



差別、偏見に対する取組状況
「肝炎ウイルス感染者に対する差別や偏見の実態を把握し、その被害の防止のためのガイドラインを
作成するための研究」について（龍岡班 23年度～25年度）

○方法 肝炎患者、医療従事者、一般生活者等を対象としたアンケート調査、ヒアリング調査と解析。
（偏見や差別を受けたと感じた経験、肝炎の知識やイメージなど）

○結果の概要
• 偏見や差別の原因についてみると、最も大きな要因としてウイルス性肝炎についての知識の不足を挙げることができる。
• いわれのない不当な偏見や差別の被害を防止するためには、肝炎についての適切な方法による必要な知識の普及・
啓発、教育のほか、偏見や差別についての一般的な教育が必要かつ有効である。

各種リーフレット等を作成し、厚労省ＨＰで公開
（http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/poster.html）

○知って、肝炎プロジェクト ○「集団生活の場における肝炎ウィルス感染予防」のための手引・
ガイドラインの作成

（研究代表者：東京大学医学部付属病院感染症内科 四柳 宏先生） 59

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
また、差別や偏見に対する取り組みとして、政策研究四柳班のご協力のもとリーフレット作成し厚労省ＨＰで公開しているところでございます。

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/poster.html


（参考）人権擁護相談窓口

○法務省の常設相談所（法務局・地方法務局・支局内）

みんなの人権１１０番（全国共通人権相談ダイヤル） 0570-003-110
インターネット人権相談窓口 https://www.jinken.go.jp/soudan/PC_AD/0101.html
（詳細は法務省人権擁護局フロントページへ http://www.moj.go.jp/JINKEN/index.html

○都道府県等の人権相談窓口 都道府県等のＨＰ等参照

○日本司法支援センター 法テラス（法的なトラブル解決の総合案内所）

法的トラブルの場合
利用料：0円
通話料：固定電話からは全国一律3分8.5円（税別）
電話番号：0570-078374(PHS可) (IP電話からは03-6745-5600)
受付日時：平日9:00～21:00 土曜9:00～17:00

（詳細は法ﾃﾗｽＨＰへ http://www.houterasu.or.jp/index.html ）
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７. B型肝炎特別措置法等について
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特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の概要

集団予防接種等の際の注射器の連続使用によるＢ型肝炎ウイルスの感染被害の全体的な解決を図るため、当該連続使用に
よってＢ型肝炎ウイルスに感染した者及びその者から母子感染した者等を対象とする給付金等を支給するため、所要の措置を講
ずるもの。（平成24年1月施行。平成28年に5年延長等の改正法（5月20日公布・8月1日施行））

（１） 対象者は、昭和23年から昭和63年までの集団予防接種等における注射器の連続使用により、７歳になるまでの間にＢ型
肝炎ウイルスに感染した者及びその者から母子感染した者等（特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者）

（２） 対象者の認定は、裁判上の和解手続等（確定判決、和解、調停）において行う。

１．対象者

（１） 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金：

（２） 追加給付金： （１）の受給者について、病態が進展した場合、既に支給した金額との差額（②、④、⑥及び⑧は全額）を支給
他に、⑧については、定期検査費等に係る一部負担金相当等を支給

２．特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者を対象とする給付金等の支給

・社会保険診療報酬支払基金に基金を設置し、政府が資金を交付。
・政府は、平成24年度から平成33年度までの各年度において支払基金に対して交付する資金については、平成24年度において
必要な財政上及び税制上の措置を講じて、確保（法附則）。

４．費用及び財源

・令和４年１月12日までに提訴（和解日等から１か月以内に請求）
・なお、追加給付金は、病態が進展したことを知った日から５年以内に請求（新規の提訴は不要）
定期検査費等は、当該検査等を受けたときから５年以内に請求（新規の提訴は不要）

３．請求期限

※ 支給事務は、社会保険診療報酬支払基金が実施。
※ 下線は法改正により追加された病態。

① 死亡・肝がん・肝硬変（重度） 3600万円
③ 肝硬変（軽度） 2500万円
⑤ 慢性Ｂ型肝炎 1250万円
⑦ 無症候性持続感染者 600万円

※ 給付金等を受けるためには
提訴する必要がある。

②除斥期間が経過した死亡・肝がん・肝硬変（重度） 900万円
④除斥期間が経過した肝硬変(軽度） 600万円（300万円＊）
⑥除斥期間が経過した慢性Ｂ型肝炎 300万円（150万円＊）
⑧除斥期間が経過した無症候性持続感染者 50万円

＊現にり患しておらず、治療を受けたこともない者に対する給付額
※ 訴訟手当金として、弁護士費用（給付金の4％）、検査費用を支給。
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「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」につきまして、現行の提訴期限は、令和４年１月12日となっております。



ポスター・リーフレットの配布
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＜訴訟（和解手続等）に関する照会先＞

厚生労働省健康局がん・疾病対策課 Ｂ型肝炎訴訟対策室

電話相談窓口 ： ０３-３５９５-２２５２（直通）
受付時間：午前９時から午後５時まで

月～金曜日（祝日・年末年始を除く）

厚生労働省ホ-ムページ【Ｂ型肝炎訴訟について】
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
kenkou_iryou/kenkou/b-kanen/index.html

Ｂ型肝炎訴訟の手引き（第５版）
ご自身での提訴を考えている方へ（説明編・提出編）

内容： 提訴時に必要な証拠書類の収集方法（説明編）
提出書類の様式集、 訴状見本（提出編）
（医療機関向け）覚書診断書作成にあたってのお願い（提出編） など

＜和解後の給付金等の請求手続に関する照会先＞

社会保険診療報酬支払基金 給付金等支給相談窓口

電話 ： ０１２０-９１８-０２７（直通）
受付時間 ： 午前９時から午後５時まで

月～金曜日（祝日、年末年始を除く）

社会保険診療報酬支払基金ホ-ムページ
http://www.ssk.or.jp/jigyonaiyo/kanen/index.html

Ｂ型肝炎訴訟に関する資料、問い合わせ先
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0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

90000

R01年
11月

R01年
12月

R02年
１月

R02年
２月

R02年
３月

R02年
４月

R02年
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R02年
６月

R02年
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R02年
８月

R02年
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R02年
10月

提訴者数 73,164 73,959 74,802 75,546 76,375 76,505 76,753 77,329 78,807 80,282 81,255 82,473

和解者数 56,080 57,043 58,252 59,018 60,112 60,256 61,726 62,399 63,078 63,657 64,904 65,566

Ｂ型肝炎訴訟提訴者数及び和解者数の推移（累計） （令和２年10月末時点）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
単位：人

提訴者数
82,473人

和解者数
65,566人

H24年３月
（平成23年度末）

H25年３月
（平成24年度末）

H26年３月
（平成25年度末）

H27年３月
（平成26年度末）

H28年３月
（平成27年度末）

H29年３月
（平成28年度末）

H30年３月
（平成29年度末）

H31年３月
（平成30年度末）

R２年３月
（令和元年度末）

提訴者数 3,226 8,782 14,498 20,748 32,504 45,580 56,385 66,345 76,375

和解者数 251 2,913 7,299 13,578 20,404 27,521 35,652 47,318 60,112
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法制定当時より、救済対象者として最大約45万人と見込んでおりますが、令和２年10月末時点における提訴者は約８万３千人であり、まだ数多くの未提訴者がいると考えられるため、提訴期限を令和８年度末まで延長する法案を次期通常国会へ提出することを検討しております。
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国
②判決、和解等

和解等者数：2,438人
（R2.11月末）

企
業

③給付金の請求
国負担計295億円（R2.11末）

交 付 金

⑤企業負担の請求

企業負担計273億円（R2.11末）

⑥企業負担の支払④給付金の支給

総給付計：552億円
（R2.11月末）

①訴訟提起

提訴者数：3,379人
（R2.11月末）

○ 感染被害者の製剤投与の時期を問わない早期・一律救済の要請にこたえるべく、議員立法により施行。 （平成20年１月16日）。
○ 特定の血液製剤（特定フィブリノゲン製剤、特定血液凝固第Ⅸ因子製剤）の投与を受けたことによって、Ｃ型肝炎ウイルスに感染された方又は相続人

に対し、症状に応じて給付金を支給。給付金の支給後20年以内に症状が進行した場合、差額を追加給付金として支給。
【給付内容】肝がん・肝硬変、死亡：4,000万円 慢性肝炎：2,000万円 無症候性キャリア：1,200万円

○ 給付を受けようとする者は、給付対象者であることを裁判手続の中で確認の上、証明資料（判決、和解等）と併せて、独立行政法人医薬品医
療機器総合機構（ＰＭＤＡ）に請求を行う。

裁判所への「訴えの提起」等は、2023年(令和5年)１月15日(法施行後15年)まで（→日曜日のため1月16日まで）に行わなければならない。※

Ｃ型肝炎特別措置法に基づく給付金の請求について

仕組み

※平成29年法改正（H29.12.15施行）により、訴えの提起等の期限が延長（法施行後10年→15年）

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000150855.html

厚生労働省 大量出血した方へ 検索
詳しくは、

「Ｃ型肝炎特別措置法に基づく給付金の制度」の周知について、ご協力お願いします。
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Ｃ型肝炎特別措置法における給付金請求につきましては平成29年法改正により訴えの提起等の期限が延長され、2023年１月15日までとなっております。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000150855.html


身体障害者手帳における肝臓機能障害の認定基準の見直し

［平成２８年４月１日施行］

見直しの経緯

○従来は、肝機能障害の認定対象は、チャイルド・ピュー分類Ｃ
（※） が対象

○患者団体より「チャイルドピュー分類Ｃは厳しすぎ、チャイルド・
ピュー分類Ｂであっても日常生活の制限の実態がある」とのご意見

○平成２７年５月から「肝機能障害認定基準に関する検討会」を開
催し、平成２７年９月検討会報告書のとりまとめ → 基準の見直し

※血液検査等の値に応じた点数による国際的な肝機能障害の重症度分類で、３段階
（Ａ、Ｂ、Ｃ）のうち、最も重症であるグレードＣに該当する患者が対象。

見直し

〔認定対象〕
○チャイルド・ピュー分類Ｃから分類Ｂに拡大
〔１級・２級の要件の緩和〕
○日常生活の制限にかかる指標の見直し

〔再認定の導入〕
○１年以上５年以内に再認定（チャイルド・ピュー分類Ｂの場合）

血清アルブミン値、プロトロンビン時間、血清総ビリルビン値の項目のうち１項目以
上が３点

肝性脳症、腹水、血清アルブミン値、プロトロンビン時間、血清総ビリルビン値の項
目のうち肝性脳症又は腹水の項目を含む３項目以上が２点以上

Ｃ

Ｂ

Ａ

治療による治癒、改善の可能性あり

時間の経過

見直し後の対象範囲

従来対象範囲

あわせて、１級・２級
の要件を緩和

チ
ャ
イ
ル
ド
・ピ
ュ
ー
分
類

障害認定に関する関係機関

○都道府県、指定都市、中核市［認定機関］

・基準の見直しの趣旨を踏まえた認定

・関係機関、住民への基準の見直し内容の周知

○指定医

・基準の見直しの趣旨を踏まえた診断書・意見書の作

成

○指定都市、中核市以外の市町村［窓口］

・関係機関、住民への基準の見直し内容の周知

○医療機関

・肝炎拠点病院、専門医療機関、かかりつけ医それぞ

れの立場での基準の見直しの趣旨を踏まえた対応

・患者への基準の見直し内容の周知

（参考）新規認定の状況

総数 １級 ２級 ３級 ４級

施行前 平成２７年度 1,036 650 239 81 66

施行後 平成２８年度 2,515 986 812 400 317

平成２９年度 1,904 758 580 307 259

平成３０年度 1,808 701 568 254 285

※福祉行政報告例より 67
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お示しの通り、平成28年４月１日に認定基準の見直しが行われております。




感染症法に基づく医師及び獣医師の届出について

ウイルス性肝炎は感染症法に基づく届出が必要

A型肝炎、E型肝炎は4類感染症→直ちに届出をお願いします。

B型肝炎、C型肝炎、その他のウイルス性肝炎は5類感染症→7日以内に届出をお願いしま

す。

急性肝炎が対象

届出の基準

・A型肝炎：PCR法による病原体の遺伝子の検出 または IgM抗体の検出

・B型肝炎：IgM HBc抗体の検出

＞ 明らかなキャリアからの急性増悪例は含まない

・C型肝炎：抗体陰性で、HCV RNAまたはHCVコア抗原の検出

または ペア血清による抗体陽転又は抗体価の有意の上昇

＞ 慢性肝疾患、無症候性キャリア及びこれらの急性増悪例は届出の対象ではない。

・E型肝炎：PCR法による病原体の遺伝子の検出

または IgM抗体もしくはIgA抗体の検出
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201217結核感染症課確認済

感染症法における届け出についてはこれまでと変更ございませんが、Ａ型肝炎ウイルス及びＥ型肝炎ウイルスによる急性肝炎は直ちに届け出をいただくこととされており、Ｂ型肝炎ウイルス、Ｃ型肝炎ウイルスによる急性肝炎は、７日以内に届け出をいただくこととされておりますので引き続き宜しくお願い申し上げます。




資料
令和２年度肝炎対策に関する調査結果（抜粋）
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全体の資料は、下記ＵＲＬより第25回肝炎対策推進協議会の資料が掲載され
ているウェブページにアクセスし、資料１、参考資料５で確認することができます。

（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-kanen_128247.html）

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-kanen_128247.html


都道府県などの肝炎ウイルス検査の実施状況（令和元年度）
【特定感染症検査等事業】

肝炎ウイルス検査の無料実施 陽性者
フォロー
アップ
の実施保健所 委託医療

機関

47都道府県 47 47 39 46

保健所設置市（84） 84 68 60 78

うち政令指定都市
（20） 20 14 19 20

特別区（23） 23 13 17 22

総数（154） 154 128 116 146

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

＊

＊地方自治体の独自事業による実施を含む
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無料実施の総数の推移
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フォローアップ実施の総数の推移

フォローアップ同意書取得 保健所 委託機関

検査前 14 20

陽性時 36 18

初回精密検査申請時 24 17

定期検査費用助成申請時 19 9

41都道府県で
フォローアップの継続を実施している。

⃝ 令和元年度に、特定感染症検査等事業の肝炎ウイルス検査は全て無料で実施。
⃝ フォローアップを実施する自治体も増加。

70



市町村の肝炎ウイルス検診の実施状況（令和元年度）
【健康増進事業】

肝炎ウイルス検診の実施

無料実施あり実施場所（複数回答あり）

集団健診 委託医療機関 保健所
保健センター

市町村（1,718） 1,633 1,359 846 33 1,520

うち保健所設置市
（84） 55 35 53 4 53

うち政令指定都市
（20） ５ 3 4 0 5

特別区（23） 23 1 23 0 23

総数（1,741） 1,656 1,360 869 33 1,543

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～令和2.3.31）」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

⃝ 1,656市区町村で健康増進事業での肝炎ウイルス検診を実施しており、このうち、1,543市区町村
（93％）で40歳以上の一定の対象者に無料で実施（平成28年度は73%）。

※括弧内は自治体数
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都道府県などの肝炎ウイルス検査の周知方法（令和元年度）
【特定感染症検査等事業】

HPに
掲載

広報誌に
掲載

役場、保健所
の掲示版

ポスター等

新聞等
マスコミを
使った告知

イベント
にて周知

個別
案内

他団体
協力 その他

保
健
所
実
施

都道府県（47/47） 47 23 35 22 27 0 12 10

保健所設置市
（68/84） 66 59 34 9 23 5 2 16

うち政令指定都市
（14/20） 13 9 6 2 5 1 0 3

特別区（13/23） 12 11 7 0 0 2 0 2

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（39/47） 39 12 23 15 22 1 14 7

保健所設置市
（60/84） 56 44 35 3 17 16 4 14

うち政令指定都市
（19/20） 19 11 13 1 6 9 2 4

特別区（17/23） 16 15 7 0 3 6 2 3

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

※括弧内は
（検診実施自治体数/自治体数）
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市町村の肝炎ウイルス検診の周知方法（令和元年度）
【健康増進事業】

HPに
掲載

広報誌に
掲載

役場、保健所
の掲示版

ポスター等

新聞等
マスコミを
使った告知

イベント
にて周知

他団体
協力 その他

個別案内
・勧奨

市町村
（1,633/1,718） 1,217 1,276 439 53 137 162 697 1,448

うち保健所設置市
（54/84） 54 49 34 1 12 9 19 50

うち政令指定都市
（5/20） 5 5 2 0 1 1 2 5

特別区（23/23） 22 22 12 0 8 2 4 22

総数
（1,656/1,741） 1,239 1,298 451 53 145 164 701 1,470

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

⃝ 個別案内・勧奨が最も多く、令和元年度は1,470市区町村で実施している。

※括弧内は
（検診実施自治体数/自治体数）
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肝炎ウイルス検査の利便性を高める取組（令和元年度）
【特定感染症検査等事業】

出張型検査
他の検査と
同時検査

職域検診時に
同時検査 時間外に実施 その他

保
健
所
実
施

都道府県（47/47） 6 43 - 20 2

保健所設置市（68/84） 3 59 - 22 3

うち政令指定都市
（14/20） 1 11 - 6 0

特別区（13/23） 0 9 - 1 2

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（39/47） 10 7 8 9 10

保健所設置市（60/84） 5 26 3 18 12

うち政令指定都市
（19/20） 2 11 1 6 2

特別区（17/23） 0 8 0 10 2

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

※括弧内は
（検診実施自治体数/自治体数）
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市町村の肝炎ウイルス検診の利便性を高める取組（令和元年度）
【健康増進事業】

出張型検査
他の検査と

同時検査（※）
職域検診時の

同時検査

時間外
（夜間・土日祝）

の実施 その他

市町村（1,633/1,718） 128 1,569 89 1,013 66

うち保健所設置市
（54/84） 15 53 4 31 4

うち政令指定都市
（5/20） 1 4 1 2 2

特別区（23/23） 0 21 1 13 1

総数（1,656/1,741） 128 1,590 90 1,026 67

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

○ 他の検査と同時検査が最も多く、1,590市区町村で実施している。
○ 1,026市区町村が休日に肝炎ウイルス検診を実施している。

※括弧内は
（検診実施自治体数/自治体数）

（※）がん検診（1,215）、特定健診（1,527）、その他（175）
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職域検査促進事業について（令和元年度）

連携先（複数回答あり）

協会けんぽ 健保組合 事業所 その他

都道府県（21/47） 15 7 4 8

保健所設置市（8/84） 4 1 ２ 4

啓発方法（複数回答あり）

ポスター・リーフレット
作成

イベント・セミナー・
講演会等 その他

都道府県（21/47） 17 9 12

保健所設置市（8/84） 5 0 5

○ 平成29年度より職域検査促進事業を開始。令和元年度実施の都道府県は21、保健所設置市は8で、
職場の健診に合わせて行う肝炎ウイルス検査の受検を勧奨している自治体が増加

（平成30年度の実施都道府県数、保健所設置市数は、それぞれ15、5）。

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

※括弧内は（実施自治体数/自治体数）

※括弧内は（実施自治体数/自治体数）
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初回精密検査の勧奨方法（令和元年度）
【特定感染症検査等事業】

受検可能な
医療機関案内

医療機関への
紹介状の交付

助成制度
の案内 特になし

その他
具体例

保
健
所
実
施

都道府県（46/47） 30 19 45 1 4
・拠点病院によるフォロー

アップ、検査結果にチラシ
を同封 等

保健所設置市（61/84） 35 29 59 ０ 2 ・市の陽性者サポート事業に
ついて説明 等

うち政令指定都市
（12/20） 9 5 11 ０ ０

特別区（11/23） 4 6 10 0 2 ・東京都のフォローアップを
紹介 等

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（38/47） 22 14 37 １ 6 ・検査を実施した医療機関
から周知 等

保健所設置市（56/84） 32 15 51 4 １

うち政令指定都市
（19/20） 11 4 18 １ １ ・肝炎手帳、リーフレットの

配付 等

特別区（17/23） 4 1 17 0 0
「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象令和元.4.1～令和２.3.31）」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

※括弧内は
（フォローアップ実施自治体数/自治体数）
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初回精密検査後の要医療者に対する勧奨方法（令和元年度）
【特定感染症検査等事業】

医療機関の
案内

医療機関への
紹介状の交付

助成制度
の案内 特になし

その他
具体例

保
健
所
実
施

都道府県（46/47） 32 8 40 4 6
・受診状況の確認（調査票の送付、

電話）
・フォローアップシステムへの

登録勧奨 等

保健所設置市（61/84） 21 3 33 22 6 ・肝炎かかりつけ医と連携した
勧奨 等

うち政令指定都市
（12/20） 6 0 7 4 １ ・初回精密検査以降は県が

フォローアップ実施

特別区（11/23） 2 2 4 4 2
・フォローアップ同意書の提出者

に送付している調査書に基づい
た受診勧奨 等

委
託
医
療
機
関
実
施

都道府県（38/47） 24 4 32 3 9 ・拠点病院によるフォロー
アップ 等

保健所設置市（56/84） 14 1 23 29 5 ・電話による状況把握 等

うち政令指定都市
（19/20） 6 0 8 10 1 ・各医療機関が指導

特別区（17/23） 2 1 6 10 1 ・医療機関の受診状況等に関する
調査票の送付 等

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

※括弧内は
（フォローアップ実施自治体数/自治体数）
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肝炎対策協議会の開催状況（令和元年度）

肝炎対策協議会を開催した都道府県 36／47

開催回数

１回 31／38

２回 5／8

３回以上 0／1

肝炎患者・肝炎患者団体関係者を委員に含む 44／44

会議を公開している 43／43

議事録又は議事概要を公開している 33／33

⃝ 令和元年度は新型コロナウイルス感染症の影響等により肝炎対策協議会を開催した都道府県が減少
したが、平成30年度はすべての都道府県で開催。

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

※（令和元年度／平成30年度）
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都道府県の肝炎対策協議会の構成メンバー（令和元年度）

その他の構成メンバー：病院協会、薬剤師会、看護協会、保険者、健診機関、報道関係者、
歯科医師会、労働団体、肝炎医療コーディネーター 等

（都道府県数）47 45 44 44 45 

21 24 

拠
点
病
院
関
係
者

医
師
会
関
係
者

肝
臓
専
門
医

専
門
医
療
機
関

肝
炎
患
者

肝
炎
患
者
団
体
関
係
者

行
政
関
係
者

学
識
経
験
者

そ
の
他

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より 80



肝炎対策協議会の主な議題（令和元年度）

都道府県数
肝炎に関する計画、目標等について 27／33

予算の報告、実績報告について 33／41

肝炎治療特別促進事業について 21／26

重症化予防推進事業について 24／26

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業について 25／39

医療体制について 16／21

肝炎医療コーディネーターについて 24／31

普及啓発について 14／20

就労支援について ０／0

差別偏見について １／0

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

○令和元年度は新型コロナウイルス感染症の影響等により肝炎対策協議会を開催した都道府県が減少。

※（令和元年度／平成30年度）
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肝疾患診療連携拠点病院と専門医療機関の状況（令和元年度）

専門医療
機関を指定

指定要件を
定めている 厚労省の通知

に準拠
自治体独自で
基準を設定

要件を
満たしているかを

定期的に把握

要件を
満たしているかを
認定時のみに把握

47都道府県 47 47 45 2 20 27

都道府県
全ての要件を満たしている 40

満
た
し
て
い
な
い

医
療
機
関
が
あ
る

①専門的な知識を持つ医師による診断（活動度及び病期を含む）と治療方針の決定が可能 4
②インターフェロンなどの抗ウイルス療法が可能 3
③肝がんの高危険群の同定と早期診断が可能 3
④学会等の診療ガイドラインに準ずる標準的治療を行っている 4
⑤肝疾患についてセカンドオピニオンを提示する機能を持つか施設間連携によって対応できる

体制を有する 4

⑥かかりつけ医等地域の医療機関への診療支援等の体制を有する 3
（上記①～⑥のうち①～③が必要的要件。ただし、①については緩和措置有り。）

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より 82



肝炎患者支援手帳の作成と内容について

「令和２年度肝炎対策に関する調査（調査対象H31.4.1～R2.3.31 ） 」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調べ）より

30

25

29

28

28

28

7

7

肝炎についての説明

医療機関の案内

検査結果やデータの記載

検査の数値の説明や解説

日常生活での注意事項

医療費助成や定期検査の事業…

医療費助成の自己負担額の管理

その他

肝炎患者支援手帳の内容

その他の内容

・B型・C型肝炎の訴訟の給付金について
・検査スケジュール、肝炎・肝硬変の治療指針 など

○令和元年度は33都道府県で、「肝炎患者支援手帳」を作成している。
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今後とも日本の肝炎対策に、
何卒ご協力をよろしくお願い申し上げます。
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以上となります。肝炎総合対策を推進していく上では、自治体の皆様、医療機関の皆様のご協力が不可欠でございます。今後とも何卒宜しくお願い申し上げます。
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